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新幹線台車部空力音の評価手法に関する研究 

 

山崎 展博 

 

内容概要 

 

新幹線から発生する騒音は沿線環境保全の観点からその低減対策が強く望まれ

ている．これまでの研究から新幹線沿線騒音の標準的な測定点である地上25m点で

の音源寄与度は，最新の新幹線が現状の営業速度よりも高速で走行する場合，防音

壁が設置された区間において主に車両下部音の占める寄与が大きいことが示され

ている．新幹線車両の台車部から発生する空力音については，台車部騒音を構成す

る発生要因として転動音と空力音（台車部空力音）が混在しているため，その寄与

度の解明が重要となる．また，台車部空力音と転動音の寄与度は，前述した列車走

行速度のみならず周波数にも大きく依存するため，それぞれの寄与度の周波数依存

性を明らかにする必要がある．  

そこで本論文では，(I)実際の車両走行条件を模擬した風洞実験でマイクロホンア

レイを活用した台車部空力音の評価手法の検討， (II)台車部のキャビティ内部から

発生した音波が車両側方に伝播する際の音場状況の把握，(III)マイクロホンアレイ

で得られた指向性音圧レベル分布に台車部周りの音場情報を反映した伝達関数を

適用した台車部空力音の定量的評価手法の検討を行うことにより，新幹線の台車部

から発生する空力音の定量的な評価手法を検討する．  

(I)では，新幹線の台車部空力音を評価するための手法として，風洞試験でマイク

ロホンアレイを活用した台車部空力音の評価法について述べる．この手法では，台

車部に流入するレール方向流速成分のまくらぎ方向分布を風洞試験で正確に模擬

する方法，また台車部空力音を精度よく測定するため，台車部周りの二次元音圧レ

ベル分布を測定したうえで，車両側方における騒音レベルに変換する手法を提案す

る．さらに算出した台車部空力音と従来の研究で推定された転動音から車両下部音

を推定し，現地でのレール近傍音測定結果と比較し，提案手法の有効性を確認する． 

(II)では，台車部から発生する騒音が沿線での観測点に伝播する過程で影響を受
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ける地面反射や台車部側カバーによる遮へいの影響について，評価実験により得ら

れた知見について述べる．この評価実験では，相反定理に基づく音響実験を実施し，

新幹線車両の台車部から発生する音波が車両側方に伝播する際の音圧レベル特性

および伝播経路特性について調査を行う．   

最後に (III)では，マイクロホンアレイのビームフォーミング処理に適用する伝達

関数について，音場情報を反映した伝達関数を数値計算により算出し，これを用い

た台車部空力音の推定手法について述べる．この手法では，マイクロホンアレイの

ビームフォーミング解析で算出される指向性積分音圧レベルならびに現地観測点

での音圧レベルを求めるための伝達関数を，地面やキャビティの存在を考慮した三

次元境界要素法により算出する．これにより，地面，キャビティ上部壁面および側

カバー間の音響的干渉が伝達関数の空間分布特性に与える影響を明らかにする．ま

た，この伝達関数を用いて算出した台車部空力音と従来の研究で推定された転動音

から車両下部音を推定し，現地でのレール近傍音測定結果と比較し，提案手法の有

効性を確認する．  

 

キーワード 

空力騒音, 高速鉄道, 車両下部音, 風洞試験, マイクロホンアレイ, 数値計算 
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Methods to evaluate the aeroacoustic bogie noise 

of Shinkansen high-speed trains 

 

 

Nobuhiro Yamazaki 

 

 

Abstract 

From the point of view of environmental issue, it is required to reduce the noise 

generated from Shinkansen high speed trains. Previous studies have shown that lower part 

noise becomes dominant at a standard measurement point 25 m far from the train track 

with sound barrier when the train runs at a faster speed than the current commercial speed. 

Because the bogie noise of high speed Shinkansen trains mainly consists of aerodybnamic 

noise, hereinafter referred to as aerodynamic bogie noise, and the rolling noise, it is 

important to clarify their contributions. These contribution would depend on not only the 

train speed but also the frequency. Hence it is required to reveal the frequency  

dependence of their contributions. 

Accordingly,  in this thesis,  the author discusses the method to evaluate the 

aeroacoustic bogie noise of Shinkansen high-speed trains consisting of three components, 

(I) method to predict the aerodynamic noise from the bogie of a high-speed train using a 

two-dimensional microphone array in a low-noise wind tunnel in which real flow 

distributions are precisely modeled, (II) characterization of sound field around the bogie 

section, especially from the source inside the bogie cavity to the observation point 

outside the cavity, (III) method to predict the aerodynamic noise by using the transfer 

function between the integrated spatial distribution of SPL and the results that are  

obtained by an omnidirectional microphone. 

As component (I), the distribution of the mean velocity components of the rail 

direction at the first car and a middle car is simulated precisely along the sleeper 
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direction in the low-noise wind tunnel. Aerodynamic noise generated by the bogie is 

estimated from the noise source distribution measured with the two-dimensional 

microphone array. The predicted noise generated from the lower part of the car (i.e. the 

total of the aerodynamic noise estimated through the proposed method and the rolling and 

machinery noise estimated in a previous study) is compared with the measurement data  

obtained near the track in the field test and validated. 

As component (II), we discuss the result of evaluation experiments which is conducted 

to reveal the effect of reflection due to the ground and cavity wall and insulation loss due 

to the side cover along the acoustic path from the source inside the cavity and the 

observation point. In this experiment, gain factor and the acoustic path between the 

source and the observation point are measured based on the reciprocal theorem.  

Finally,  as components (III) ,  the author proposes the method to predict  the 

aerodynamic noise by using the transfer function between the integrated spatial 

distribution of SPL and the results that are obtained by an omnidirectional microphone. 

The aforementioned transfer function is calculated based on the bogie conditions that the 

side cover would be set and that the ground reflection effect would also be included. As a 

result, the transfer function is observed to change significantly in the lateral direction in 

low-frequency regions. The spatial trends of the transfer function is also confirmed using 

an evaluating experiment and it is observed that these trends are caused by the 

interference among the reflection waves from the ground, the cavity upper wall, and the 

side covers. The SPL of the aeroacoustic bogie noise of Shinkansen trains can be 

estimated using this transfer function and can be compared and validated with the results  

that are obtained from the field tests. 

 

Keywords, Aeroacoustic noise, High-speed train, Wind tunnel test, Microphone array, 

Lower part noise, Acoustic numerical simulation  
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第１章 序論 
1.1 研究の背景 

新幹線から発生する騒音は沿線環境保全の観点からその低減対策が強く望まれ

ている．特に国内では1975年に環境省（当時の環境庁）から告示された公害対策基

本法に基づく騒音に係る環境上の条件のうち，新幹線鉄道騒音に係る基準について

定められている [1]．一方，発生する騒音の大きさは新幹線車両の営業速度の向上

に伴って増加するため，これまでの騒音低減策の開発の歴史は，主たる騒音源を把

握し対策を講じた上で最高速度の引き上げを図るというサイクルを繰り返してき

た．1960年代，新幹線の開業当初はパンタグラフから発生するスパーク音や車輪・

レールから発生する転動音が主たる騒音源となっていた．その後，特高ケーブルの

引き通しやレール削正，防音壁の設置により新幹線騒音の更なる低減が図られてい

る．一方で，営業最高速度は開業時210 km/hであったのに対し現在では320 km/hに

まで引き上げられている他，研究開発段階ではあるが将来的に360 km/hによる走行

も検討されている [2]．森藤，長倉らの研究 [3, 4]によれば，1990年時点における高

架橋区間を走行する新幹線騒音は主として（1）パンタグラフ空力音 , （2）先頭部

空力音，（3）車両上部空力音，（4）構造物音，（5）車両下部から発生する騒音（以

下，車両下部音）に整理することができる．このうち， (1)～ (3)に示す騒音源は空

力音に起因するものである．また，後述する通り (5)に示す車両下部音にも空力音

の成分が含まれている．一般に空力音は車両部材のまわりで気流が乱されることに

より発生し [5, 6, 7, 8, 9, 10, 11, 12, 13, 14, 15]，そのパワーが気流速度の6～8乗に比

例する [5]．このため同じく列車走行速度の3乗に比例する転動音 [16]や構造物音に

比べて，空力音は特に高速域で顕在化する [17, 18, 19, 20, 21]．騒音の低減対策を効

率的に行うためには，まず騒音の発生源ならびにその寄与を把握することが重要と

なる．  

新幹線騒音の発生源として空力音に着目した例としてはルーバー，車間部，パン

タグラフ等が挙げられる．空力音を低減するためには気流の乱れを極力起こさない

ことが必要となるため，形状を平滑化することが有効な対策となる．このため , そ

の発生源や低減法に関する研究が数多くおこなわれている [22, 23, 24, 25, 26, 27]．

例として，車間部からの空力騒音については，車両の側部および上部をホロで覆う

ことによる低減対策が開発され実際の営業車両に適用されている [22]．またパンタ
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グラフも大きな空力音源であるが，これについても構造の平滑化や遮音板の搭載に

より騒音の低減に対する開発が続けられている [23, 24]．一方車両下部音に対する

代表的な取り組みとしては，E5系新幹線に採用されている側カバー等が挙げられ

る [23]．これは台車部から発生した騒音を側カバーにより遮へいすることによる騒

音低減効果を狙ったものである．  

沿線での新幹線騒音は時間重み付け特性SのA特性音圧レベルの最大レベルで評

価されるが，これまでの研究から新幹線沿線騒音の標準的な測定点である地上25m

点での音源寄与度は，最新の新幹線が現状の営業速度よりも高速で走行する場合，

防音壁が設置された区間において主に車両下部音の占める寄与が大きいことが示

されている [20]．また最大レベルに対する (1)～ (5)の音源の寄与について，10両以

上の車両が連結されている編成では，車両先頭部や1編成中に搭載されている数が2

基程度であるパンタグラフ空力音に比べて，車両下部音が大きくなると推定されて

いる [20]．このため今後の新幹線騒音の低減に向けて，中間車両の車両下部音に対

する対策が重要であると考えられる．  

車両下部音の主たる音源である台車部騒音には転動音と空力音が混在している．

また，空力音と転動音の寄与度は，前述した列車走行速度のみならず周波数にも大

きく依存している．このため，新幹線の台車部騒音の低減対策を講じるためには，

それぞれの寄与度の周波数依存性を明らかにする必要がある．  

 

1.2 従来の研究  

空力音を評価する手法としては，低騒音対策が施された風洞試験（以下，風洞試

験）による実験的なアプローチと数値計算による方法が考えられる．このうち風洞

試験は，従来空気力の評価のために用いられてきた風洞試験の設備に対して，風洞

稼働音自体を抑制する対策を施し，測定対象となる空力音を精度よく抽出すること

のできる試験法であり [28, 29]，鉄道分野以外でも航空機の研究開発で盛んに活用

されている [30]．また，鉄道総研が所有する大型低騒音風洞（以下，大型低騒音風

洞）は，沿線環境問題としての空力音対策の重要性が社会的に高まる中 [31]，鉄道

の空力音問題を主として取り扱う施設として1996年に建設され，現在まで稼働を続

けている [32, 33, 34, 35, 36]．大型低騒音風洞の緒元を表1.1に示す．騒音評価を行

うため，測定部は全面が吸音楔で覆われている無響室となっており，送風機から発  
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表 1.1 大型低騒音風洞 諸元表  

Item Specifications 

Tunnel Gettingen Type Single Return Wind Tunnel 

Test Sections Open Type Closed type 

Width & Height 3.0mW x 2.5mH 5.0mW x 3.0mH 

Length 8 m 20 m 

Maximum Wind Velocity 400 km/h 300 km/h 

Contraction Ratio 16:1 8:1 

Uniformity of Wind 

Velocity 

Under±0.7% at 

324km/h(90m/s) 

Under±0.4% at 

288km/h(80m/s) 

Turbulence Intensity 
Under 0.2% at 

360km/h(100m/s) 

Under 0.2% at 

198km/h(55m/s) 

Background Noise Level 
75db(A) at 

300km/h(83.3m/s)
------ 

Overall Dimensions 
Length︓94m, Width︓42m, Height︓10m, Total 

Path Length︓288m 

Fan 

Diameter︓5m, Blades︓Moving Blades12, Stator 

Blades 17, 

Rotation︓590rpm(maximum), Tracion Motor︓

7MW, Three Phase Inducion Motor 
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生する騒音の影響を低減するため，送風機から測定室までの風路には吸音ポワセル

やサイレンサが設置されている．風洞の騒音評価を行う上での性能を表す暗騒音レ

ベル（供試体を設置しない状態での風洞稼働音）は，300 km/hの送風条件下で75 dB

である．また，現時点での新幹線の営業最高速度を上回る時速400 kmの送風が可能

であること，ノズル吹出部の断面積が3 m×2.5 mであり，大型の供試体を設置する

ことができるなどの特徴を持つ [37]．よって台車部空力音を評価するうえでも，こ

のような低騒音風洞を活用することが有効と考えられる．ここで，空力音は流れ場

と密接に関連することから，台車部空力音を評価するにあたっては，対象とする台

車部への流入条件を正確に模擬する必要がある．ただし，新幹線は最大16両に及ぶ

車両から構成されており，編成中のどの領域に存在する台車部空力音を検討対象と

するかによって，模擬すべき流入条件が異なる．また特に中間車両の台車部におい

ては，新幹線車両の走行時に発生する車両下部と地面との相対運動により複雑な流

れ場となっていることが予想される．このように台車部空力音を風洞試験で評価す

る際には，実際の流れ場を精度よく模擬する必要がある．  

新幹線車両下部の流速分布については，井門，岩﨑，宇田らにより実際に走行す

る新幹線車両下部の流れ場が明らかにされている [38, 39, 40]．この測定では，軌道

上のまくらぎ方向にレール方向成分を検出できる流速計を離散的に配置し，列車通

過時の流速を測定することで，車両下部における流速のレール方向成分についての

まくらぎ方向分布が取得されている．この結果，先頭車両の台車部と中間車両の台

車部では，まくらぎ方向に対する流速分布の特性が大きく異なることが明らかにさ

れている．よって風洞試験で台車部における流れ場を模擬する際には，これらの流

速分布特性をそれぞれ模擬する必要がある．  

一方風洞試験により空力騒音を評価するうえで指向性収音装置は有効な技術と

して広く活用されている．ここで指向性収音装置とは，音波の位相情報を操作し，

特定の方向，あるいは特定の地点から到来する音波を効率的に収音する装置である．

風洞試験で活用される代表的な収音装置として，反射板式収音装置ならびに本研究

で主として用いるマイクロホンアレイが挙げられる．このうち楕円体型反射板式収

音装置は，楕円体の持つ2つの焦点のうち1点にマイクロホンを設置することで，も

う一方の焦点から放射された音波が反射板内壁で反射しマイクロホンに集約され

ることを利用した装置である [41]．風洞試験のように音源とマイクロホンとの距離
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が比較的近い場合には，無限遠方に焦点を持つ従来のパラボラ型反射板式収音装置

に比べ，より高い周波数まで精度良く収音することが可能となる．ただし，反射板

式収音装置で一度に測定できるのは一部の活用例を除き1点のみとなる．このため

空間的な音源分布を取得する場合には，測定対象となる物体まわりにその都度焦点

を合わせて収録を行う必要があり，測定時間が長大化するという問題がある．これ

に対しマイクロホンアレイは，空間上に複数のマイクロホンを配列し，任意に設定

した照準点と各マイクロホン間の位置関係等から受信信号の位相差を処理するこ

とにより，音波の到来方向を推定する技術である [42, 43, 44, 45, 46, 47, 47, 48]．全

マイクロホンで得られた音圧の時系列情報を記録することにより，ポスト処理で任

意の照準点を設定することが可能となるため，比較的短い測定時間で音源の空間的

な音圧レベル分布が取得できる．マイクロホンアレイの指向特性に求められる条件

としては，空間分解能が高いことおよびサイドローブの影響が小さいことが挙げら

れる．音波の到来方向を推定できる範囲はマイクロホンの展開範囲に依存し，二次

元的あるいは三次元的な解析平面上で音圧レベルを得るためには，それぞれ解析平

面と平行な二次元平面内あるいは三次元平面内にマイクロホンを配列する必要が

ある [44, 49, 50, 51, 52]．二次元平面でのマイクロホンアレイの配列形状としては，

１次元のマイクロホンアレイを交差させたX型やT型が用いられていたが，近年で

はサイドローブの影響を低減するため螺旋型あるいはホイール型の配列が主流と

なっている．大型低騒音風洞でも，近年ブリュエルケアー社製のマイクロホンアレ

イを活用している．マイクロホンアレイに対する要求事項のうち，空間分解能はマ

イクロホンの展開範囲が広いほど向上する一方で，マイクロホンアレイによる解析

上限周波数はマイクロホン間隔が狭いほど高くなる．つまり，一定数のマイクロホ

ンを活用する場合，これらの要求は相反するものとなるため，要求される空間分解

能と解析周波数範囲に応じたマイクロホンの配列が必要となる．近年では，収録シ

ステムのデータ保存容量や上限サンプリング周波数の性能が向上したことにより，

総計で100以上のマイクロホンを使用したシステムが活用されている [53]．また風

洞試験においてマイクロホンアレイを活用した研究は，これまで測定方法の開発

[54, 55, 56, 57, 58, 59, 60, 61, 62]から航空機開発 [63, 64, 65, 66, 67, 68, 69, 70, 71, 72]

に至るまで盛んにおこなわれている．さらに風洞試験を活用した鉄道車両の台車部

空力音の測定例としては，鏡像法を用いた風洞試験が報告されている [73]．  
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1.3 研究の目的 

本論文では，まず風洞試験において実際に発生している空力音を模擬するにあた

って，特に騒音の推定精度に大きな影響を与える流入条件を現車の状況とあわせる

ため，台車部流入箇所での流れ場を模擬する手法を提案する．さらに騒音測定精度

をより向上させ定量的評価を可能とするために，代表的な指向性マイクロホンであ

るマイクロホンアレイを活用した台車部空力音の評価法の開発を行う．次に，台車

部から発生する騒音は地面や車両下部の台車装置を格納する空間（以下，キャビテ

ィ）による反射や遮へいの影響を受けることから，この影響を調べるために台車部

周りの音場について相反定理に基づく評価実験を行う．最後に，これらの音場情報

と風洞試験による台車部空力音の評価法との関連性について明らかとするため，ビ

ームフォーミング解析により得られた台車部周りの指向性音圧レベルに対し，音場

情報を反映した伝達関数を適用した台車部空力音の評価法を提案する．  

 

1.4 本論文の構成  

本論文の構成を以下に述べる．本論文は5章から構成される．2章では新幹線の台

車部空力音を定量的に評価するための手法として，風洞試験でマイクロホンアレイ

を活用した台車部空力音の評価法について述べる．3章では台車部から発生する騒

音が沿線での観測点に伝播する過程で受ける地面反射や台車部側カバーによる遮

へいの影響について，評価実験により得られた知見について述べる．4章ではマイ

クロホンアレイのビームフォーミング処理に適用する伝達関数について，音場情報

を反映した伝達関数を数値計算により算出し，これを用いた台車部空力音の推定手

法について述べる．最後に5章で本論文の結論と今後の課題について述べる．  

 

第２章 新幹線台車部空力音評価のための風洞試験法  

2.1 はじめに 

1 章で述べたとおり，新幹線騒音は主として（1）パンタグラフ空力音 ,（2）先頭

部空力音，（3）車両上部空力音，（4）構造物音，（5）車両下部から発生する騒音（以

下，車両下部音）から構成されている（図 2.1） [21]．また，車両下部音の代表的

な発生要因としては転動音，空力音が挙げられる．このうち転動音については，レ  
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Upper part noise

Lower part noise  ‐ rolling noise
aerodynamic noise

Bridge noise
 

図 2.1 代表的な新幹線騒音の音源  

 

 

ールおよび車輪等の振動に基づく理論的考察により定量的な推定結果が報告され

ている [74]．一方空力音の発生個所については，台車部や車両間間隙部下部が考え

られる．特に台車部のキャビティ内には複雑な形状の機器が格納されており，流れ

の乱れを誘起する不整部が多く存在するため，車両下部音の主たる騒音源の一つと

考えられる．輸送機器のキャビティ構造は新幹線のみならず航空機の主脚格納部等

にも見られるものであり，そこから発生する空力音の問題については古くから工学

的関心も高くその理論的研究が行われている [75]．また台車部空力音の評価を目的

とした研究例として，風洞試験ならびに数値シミュレーションによる方法が報告さ

れている [76, 77]．しかし従来研究においては，車両と地面との間の相対運動の影

響を強く受ける台車部周りの流れ場に関して不明な点が多いこと，また台車に取り

付けられた車輪や主電動機等複雑な形状の装置が台車部空力音に与える影響につ

いて詳細な知見が得られていないことから，未だ台車部空力音の定量的な推定は行

われていない．  

台車部空力音の発生は台車部に流入する平均流速や乱れ度と密接に関連する．こ

のうち平均流速については，実際に走行する新幹線のスラブ軌道上に流速計をまく

らぎ方向に配置し車両通過時の速度を測定することで，レール方向の平均流速成分

のまくらぎ方向分布が明らかにされている [39, 40]．これによれば，先頭車両の後

位台車（以下，先頭車）および概ね 3 両目以降の台車部（以下，中間車）において

は，台車部流入箇所における車両中心から車両側方に至るまでのまくらぎ方向分布
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が先頭車と比較して定量的に異なること，中間車ではまくらぎ方向に対する車両中

心付近における車両側からみた車両床下流速が，レール頭頂面高さ付近で列車走行

速度の半分程度に減速していることが示されている．一方，これまで風洞試験にお

いて台車部空力音を評価する際には，このような編成中の位置で異なる車両下部の

流速分布について正確な模擬が行われておらず，台車部空力音の測定結果に与える

影響も明らかにされていない．よって台車部空力音の定量的な評価を行うにあたっ

ては，まず現地試験で得られた車両下部の流速分布を風洞試験で正確に模擬する手

法を見出すことが重要である．  

そこで本研究では，まず新幹線の台車部空力音を評価するための手法として，第

一段階として先頭車ならびに中間車の台車部流入箇所における平均流速のまくら

ぎ方向分布を風洞試験で模擬する手法について検討を行う．次に，騒音測定精度を

向上させるために二次元マイクロホンアレイを活用し，台車部空力音を定量的に推

定する手法を提案する．さらに本推定手法の妥当性を検証するため，風洞試験によ

る推定結果と現地での試験結果との比較を行う．  

 

2.2 風洞試験による車両下部流速分布調整法 

2.2.1 風洞試験の概要  

台車部流入箇所における流速分布の模擬，ならびに台車部空力音の測定を目的と

した風洞試験を，公益財団法人鉄道総合技術研究所が所有する大型低騒音風洞で実

施した．風洞試験での供試体および測定装置の設置状況を図 2.2 に示す．x，z 軸は

それぞれ主流方向および鉛直上方向，y 軸はこれらに直交する向きとする．x, y, z

の各座標系の原点はそれぞれ台車部中心，ノズル中心および地面板表面高さである．

車両模型は，ステージ（x 方向長さ 7000 mm, y 方向幅 5500 mm）の上に設置された

アルミ製地面板（x 方向長さ 5300 mm，y 方向幅 1100 mm，厚さ 15 mm）に支持脚

を介して設置されている．これらのステージ，地面板，車両模型およびノズルの y

方向中心は同一線上に位置する．車両模型は現車スケールの 1/7 縮尺であり，先頭

側から 1 + 0.5 両の計 1.5 両編成で構成されており，本試験においては車両模型中

央付近に模擬した台車部を測定対象とする．なお今回の風洞試験では台車部空力音

が測定対象であるため，上流側および下流側車両模型の車間部の全周を覆った状態

とした．車両模型の先端部はノズル吹き出し口から 750 mm 下流となるように設置  
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図 2.2 開放型測定部に設置した車両模型およびマイクロホンアレイの模式図  
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した．この場合の測定対象台車部中心のノズル端部からの x 方向距離は 3750 mm

となる．また，車両模型の支持脚は，車両模型の先頭側および後尾側端部からそれ

ぞれ 500 mm の位置に設置する．また台車部側方に設置するマイクロホンアレイに

対して車両模型先頭部や支持脚から発生する騒音の影響を小さくするため，車体先

頭部付近の側方に遮音板を設置した．  

風洞試験では，図 2.3 に示す通り実際の台車形状を精密に模擬した台車装置を使

用した．またその設置位置は，車両下部に設けた x 方向長さが 571.4 mm（現車ス

ケール 4000 mm），y 方向幅がキャビティ上部壁面で 476 mm（現車スケール 3332 

mm），車体底面で 400 mm（現車スケール 2800 mm），z 方向高さが 114 mm（現車

スケール  798 mm）のキャビティ内に格納されている．風洞試験で検討した台車条

件を図 2.4(a)～図 2.4(d)に示す．条件 A～C はいずれも台車装置を搭載した条件で，

側カバーの形状をフルカバー，ハーフカバー，カバー無としたものである．特に条

件 A は，近年の新幹線車両で採用されている低騒音化対策として，台車装置の両

側が車体下面高さまで側カバーで覆われた状態となっている [20, 78]．条件 D は台

車装置を取り外したうえでキャビティの側方および底部を完全に覆った条件であ

り，この条件を騒音測定時の暗騒音条件とする．なお台車装置模型には図 2.3 に示

す通り 4 箇所の軸箱部に脱線防止用ガイドを模擬した突起が取り付けられている

[79]．  

台車部流入箇所におけるまくらぎ方向流速分布を測定するため，図 2.5 に示す通

り車両模型下部に総圧管をまくらぎ方向に配置した．なお，本報告で記載する流速

値の結果はいずれも平均流速のレール方向成分を指すこととする．総圧管の孔口の

位置は x = - 476 mm（現車スケールで台車部キャビティ中心から 3332 mm 上流側）

に位置している．また車体模型下部の x = - 393 mm，y = 80 mm の位置に静圧孔を

設けた．送風条件下における総圧孔ならびに静圧孔からの圧力を多点圧力計（PSI

社製 ESP-32HD,レンジ± 6.89 kPa）で計測した．この際のサンプリング周波数は 9.77 

Hz，データ点数は (150 点×64 回平均）である．これらの圧力値により式（1）に従

い無次元流速 uj（  j は図 2.5(b)に示すセンサ番号）を算出した．  

 Uppu jj //)(2 0   (1)
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▼R.L.Protrusion

Motor

Gear Case

AxleWheel

Side cover →

▼G.L.

Cavity

Gear box

Rail

▼Car body floor

 

図 2.3 風洞試験での台車部模式図（断面図）  

 

 

 

（a) 台車部条件  A 

Bogie with full side covers 

(b) 台車部条件  B 

Bogie with half side covers 

(c) 台車部条件  C 

Bogie without side covers 

(d) 台車部条件  D 

Flat condition 

図 2.4 風洞試験における空力騒音測定時の台車部条件  
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ここで pj，p0 はそれぞれ各総圧孔および静圧孔で得られた圧力，ρ は空気密度であ

る．また U∞はノズル吐出部に設置したピトー管による流速値であり，本試験では

新幹線の営業最大速度から U∞ = 320 km/h とした．なお本報告では全ての流速値は

車両側から見た場合の値を示す．台車部空力音の測定に用いたマイクロホンアレイ

は，図 2.6 に示す通り直径 1 m の範囲内に 66 本のマイクロホンがホイール状に配

置されており，現車スケールで 2 kHz 帯までの音圧レベル分布の計測が可能である．

マイクロホンアレイはその中心座標が x = 500 mm，y = 3500 mm, z = 485 mm となる

ように設置した．なお図中の a～e は，後述するマイクロホンアレイと無指向性マ

イクロホンとの信号対雑音比を検討する際に参照したマイクロホンである．  
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(a) 側面図  

Rail

Car body

2
3
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▼G.L.

56
112
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3
3
.4

(b) 平面図  

図 2.5 風洞試験における車両下部台車流入箇所での流速測定点  
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図 2.6 2 次元マイクロホンアレイでのマイクロホン配列  

(a〜e は，図に示す S/N の評価マイクロホン位置 ) 

 

 

 

 

 

 

 

14



 

 

 

2.2.2 まくらぎ方向に対する台車部流入速度分布の調整法 

本研究の目的が台車部空力音の騒音測定であることから，風洞試験における台車

部流入箇所での流速を調整する際は，流速調整機構自体により暗騒音レベルを増大

させないように留意する必要がある．以下に，本研究で提案する 2 種類の流速分布

調整法を示す．  

・流速分布調整法 1  ノズル周りの自由せん断層を活用する方法  

開放型測定部においては，図 2.7(a)に示す通りノズル周りに自由せん断層が存在

しており，主流内部から外部に至るまでの領域で速度勾配が生じる．本手法ではこ

の速度勾配領域に着目し，ノズル底面とステージとの z 方向間隔 HL（寸法は模型

スケールで記載）を変化させることにより，自由せん断層内における台車部流入箇

所の位置を調整する．  

・流速分布調整法 2：車両下部に部材を設置する方法   

 図 2.7(b)に示す通り，柱状の部材を台車部の上流域における車両下部に取り付

け，部材の幅 W1，W2 を 20 mm および 40 mm に変化させることで部材の後流域に

生じる速度欠損領域を調整する．なお，ノズル底面とステージとの間隔は HL = 0 mm

とする．  

現地試験結果との比較を行うため，文献 [40]で示された現地測定データに基づき，

スラブ軌道上でまくらぎ方向に設置した熱線流速計により車両通過時の平均流速

（レール方向速度成分）を測定した結果を参照した．現地試験での流速測定点座標

を，風洞試験での流速測定点の対応と合わせて表 2.1 に示す．現地試験結果で解析

対象とした列車は，車体長約 25m，車体幅約 3.4 m の車両が 10 両編成で運行され

ている車両（以下 A 系車両）である．以下，1 両目の前位台車後端から後位台車前

端までの車体下部通過時における無次元化平均流速を先頭車流速分布，同じく 5

両目の同一区間における無次元化平均流速を中間車流速分布とする．解析列車本数

は 11 本，列車速度は 270～317 km/h である．  
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Flow

H

(a) 自由せん断層を活用した流速調整法１  

W1 W1

Rail

Velocity adjustment parts

W2 W2

Train Body

Ground plate

y 

z

 

Rail

Velocity adjustment parts

Floor of the train body

Flow

(b) レール部に取り付けた円柱部材を用いた流速調整法２  
図 2.7 まくらぎ方向流速分布の調整法  
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2.2.3 まくらぎ方向に対する台車部流入速度分布の調整結果 

流速分布調整法 1 によりノズル下面とステージとの鉛直方向間隔 HL を変化させ

た場合の流速分布を図 2.8 に示す．HL を 145～205 mm の範囲で変化させることに

より y = 0 mm における無次元平均流速を 0.5～0.7 に調整することが可能である．

また HL > 175 mm の範囲では車両中心から車両端部方向に離れるにつれて概ね流

速が単調に増加する傾向を示す．次に流速分布調整法 2 により，部材の幅 W1，W2

を変化させた場合の平均流速分布を図 2.9 に示す．部材を設置しない条件では，車

両中心付近および車両端部に比べてレール位置付近で平均流速が低減し，まくらぎ

方向に対して凹型の分布を示す．これに対し W1 = 20 mm, W2 = 40 mm および  W1 = 

W2 = 20 mm の条件では車両中心からレール間での平均流速が低減する．これは，

車両中心付近では拡幅部材の後流域で速度が低減する一方で，レールから車両端部

にかけては車両の周りを流れる一様流が下部に流れ込むことによる影響を受けて

いるためと考えられる．  

これらの方法を用いて現地試験で得られた流速分布の模擬を行う．先頭車流速分

布と中間車流速分布をそれぞれ風洞試験で流速調整法 2 および流速調整法 1 で模擬

した結果をそれぞれ図 2.10(a), (b)に示す．ここで現地試験結果については，平均値，

平均値± σ および平均値± 2σ の値を併記する．まず現地試験結果における先頭車と

中間車の流速分布を比較すると，先頭車では車両中心から車両端部に至るまでに一

度レール位置付近で流速が低減しており，全体的には凹型の分布を示す．これに対

し中間車ではまくらぎ方向に対して車両端部に向かい単調に平均流速が増加する

傾向を示す．また先頭車と比べて中間車では無次元平均流速は車両中心付近で約

0.3，車両端部付近で約 0.1 小さくなる．次に現地試験での先頭車流速分布と流速調

整法 2 による調整結果の比較を図 2.10(a)に示す．まくらぎ方向に対する凹型形状

の流速分布特性については調整部材無あるいは W1 = W  2 = 20 mm とした場合の特性

と近い傾向を示す．一方中間車については，図 2.10(b)に示す通り風洞試験におけ

る車両先端部から当該台車部までのレール方向距離が現車よりも短いためさらに

流速を低減させる必要があり，流速分布調整法 1 で  HL = 175 mm とすることで現

地試験結果を模擬できることが確認できる．以上の結果を踏まえ，次節の台車部空

力音の推定に際しては，先頭車については流速分布調整法 2 で W1 = W2 = 20 mm，

中間車については流速分布調整法 1 での HL = 175 mm とした流れ場の条件で評価す  
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図 2.8 自由せん断層内の台車部位置がまくらぎ方向の流速分布に与える影響  

 

 

 

図 2.9 調整部材の幅 (W1, W2 )がまくらぎ方向流速分布に与える影響  
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(a) 先頭車 (流速調整法２ ) 

 

(b) 中間車 (流速調整法１ ) 

図 2.10 車両側からみたまくらぎ方向流速分布  
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2.3 風洞試験による台車部空力音推定手法 

2.3.1 台車部空力音推定手法の概要 

本節では風洞試験で台車部空力音を推定するために，マイクロホンアレイにより

測定した音圧レベル分布に基づく騒音レベル算出法について述べる．  

(1)Delay and Sum 法に基づくビームフォーミング法による解析を行う．この際 m

番目のマイクロホンでの受信音圧の複素フーリエスペクトルを ),,(B
msm fs xx’ とし，台

車部の周りでマイクロホンアレイによる音圧レベル分布 ),,( f
B
d xx sfL を式（2），（3）

により求める [43, 80]．   

yf
F),(F

s
B

fs
B /),(),,(

1
),,,( rrefs

M
fs mm

mfmikr
mmmm xxxxxxx xx’  (2)

 




















 

 '

*

f's
B

'fs
B

10fs
B
d ),,,(),,,(log10),,(

mm

mmmm fsfsfL xxxxxxxx  (3)

ここで k は波数，M はマイクロホンの総数， F
mr は照準点から各マイクロホン位置ま

での直線距離であり，地面や車両が存在しない自由空間での音波の伝播距離に相当

する．また＊は複素共役を表す．xf = (xf, zf)は後述するビームフォーミングの解析

格子点上の照準点座標， f は現車スケールに換算した 1/3 オクターブバンド周波数

である．ry はマイクロホンアレイから解析平面までの y 軸方向距離，*は複素共役

を示す．なお (2)式中の [ ]はアンサンブル平均を表し，対角項に相当する同一マイ

クロホン (m = m’)の成分を除くことで，風洞測定部における風切り音のような各マ

イクロホン間で無相関な雑音成分の低減を図っている．  

(2)台車部周りに設定した領域 R 内での指向性積分音圧レベル ),(B
I sfL x を式（4），

（5）により算出する．   






  10/)f,s,(BGN

d10/)f,s,(B
d

10fs
B
d 1010log10),,(

xxxx
xx

fLfL
fL ’  (4)
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Rf
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10s
B
I 10log10),(

x

xx
x

fL
fL

’
 (5)

ここで BGN
dL は暗騒音条件（台車部を完全平滑とした条件）で式（3）と同様に算出

された指向性音圧レベルである．  

(3)空力音の評価対象とする台車条件について，式（6），（7）に基づき指向性積

分音圧レベルと換算係数との差により風洞試験で得られる台車部空力音の推定音

圧レベル Lest,W を算出する．   

)1010(log10)( 10octWest,
 fL  (6)

  10/)(A)()( octwoctoct
B
I ffCfL  ，   10/)(A)()( octwoctoct

BGN
I ffCfL   (7)

ここで LI の上添え字 B は図 2.4(a)～ (c)に示す各台車条件，BGN は図 2.4(d)に示す

条件 D での平滑条件で得られた指向性積分音圧レベルを示す．また Aw は周波数重

み付け特性 A，foct は 1/3 オクターブバンド中心周波数である．C( foct)は指向性積分

音圧レベルから風洞測定部での評価点における音圧レベルを算出する際の換算係

数である．マイクロホンアレイの指向特性に依存する換算係数を算出する際の条件

については 2.3.2 項に後述する．  

(4)風洞試験による台車部空力音の推定値 Lest,W を現地試験で測定される音圧レ

ベルに換算する．現地試験における車両下部音の代表的な測定点であるレール近傍

測定点 MF ならびに，本風洞試験における台車部空力音の測定点との位置関係を図

2.11 に示す．風洞試験では 1/7 縮尺模型から放射される空力音を y = 3500 mm の位

置でマイクロホンアレイによって測定しているため，その地点で計測された音圧レ

ベルは現車スケールで軌道中心から 24.5 m 側方に離れた位置での値に相当する．

そこで，音源を点音源と仮定すると測定点 N における音圧レベル Lest,F を式（8）に

より推定できる．   

22)()(10log)/(20log)()( octWest,b10s010octWest,octFest,  fLnrrfLfL   (8)
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図 2.11 軌道側方での騒音測定点  

 

ここで 1/α は模型スケールの縮尺比，nb は編成車両の 1 車間部付近に搭載されて

いる台車の数であり，本報告では α = 7，nb = 2 となる．また rs は現車スケールに

おける車両中心からレール近傍測定点までの y 方向距離（2.72 m）である．  

 

2.3.2 指向性積分音圧レベルの換算係数 

式 (7)に示す換算係数 C については式 (9)により算出した．  

   )10/)(BGN
omni()10/)(St

omni(
10

)10/)(BGN
I()10/)(St

I(
10oct 1010log101010log10)( octfLoctfLoctfLoctfL

fC   (9)

ここで )( oct
St
I fL および )( oct

St
omni fL は同一の台車条件で観測されたマイクロホンアレイに

よる指向性積分音圧レベルならびに台車部空力音を推定する位置での無指向性マ

イクロホンによる測定音圧レベルである．無指向性マイクロホンの位置に関する選

び方について説明する．図 2.11 中に示す軌道断面図において，まくらぎ方向中心

における車体下面高さを音源位置 S と仮定する．また前述したとおり，風洞試験で

の車両中心とマイクロホンアレイの設置位置は，現地スケールで 7×3.5 m = 24.5 m

側方に相当する．この場合地点 S からレール近傍騒音測定点 MF を結ぶ延長線上の

24.5 m 離れに対応する点 Mmid の z 座標は約 2 m となる．そこで，風洞試験で使用

したマイクロホンアレイを構成する個々のマイクロホンの中で図 2.6 に示す a のマ

イクロホンを参照した．なお，換算係数を求める際の台車条件は無指向性マイクロ

ホンでも暗騒音レベルと十分な S/N が確保されている必要がある．本来はリファレ

ンスとなる音源を用いて換算係数 C を算出することが望ましいが，音源の特性は
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風洞試験での送風条件下における台車部空力音と異なるものと考えられる．そこで

本実験では，条件 B との音圧レベル差が 3 dB 以上確保されている先頭車流れ場模

擬時における台車条件 C での測定音圧レベルを採用した．  

 

2.3.3 音圧レベル分布の計算条件 

ビームフォーミング演算時の計算条件を表 2.2 に示す．音圧レベル分布図の解析

平面は y = 0 における x - z 平面とした．式（2）の行路 F
mr を算出する際には，台車

部からの放射音が主流内で移流する際の補正を行った [83]．この時の主流内の流速

は，図 2.10 の結果から風洞測定点 S-W8 における流速値を用いた．式（5）で積分

計算を行う領域 R については，その面積が推定結果に影響を与える可能性がある

ため，図 2.12 に示す通り地面による反射音の影響を含めた 1000 mm × 1000 mm, 

1400 mm × 1400 mm および 1800 mm × 1800 mm とした条件について調べた．  

 

 

表 2.2 ビームフォーミング解析での解析条件  

Distance between analysis plane 

 and the array apparatus [ mm ] 
3500 

Sampling frequency  [ Hz ] 65536 

Frequency resolution [ Hz ] 64 

Average times [ times ] 128 

Analysis plane pitch [ mm ] 100 

Size of analysis region [mm]

Region I 1000 x 1000 

Region II 1400 x 1400 

Region III 1800 x 1800 
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図 2.12 ビームフォーミング解析での台車部周りの計算格子  

 

2.3.4 マイクロホンアレイによる測定精度の改善 

一般に用いられている無指向性マイクロホンに対し，マイクロホンアレイを活用

することによる S/N の改善度について検証する．中間車での流速分布を模擬した条

件下における台車条件 A および台車条件 D（暗騒音）での音圧レベル差（以下，

信号対雑音比）について，マイクロホンアレイならびに無指向性マイクロホンによ

る測定結果を図 2.13 に示す．無指向性マイクロホンではほぼすべての周波数帯で

信号対雑音比が 3 dB 以下である．これは測定対象となる台車部空力音に比べて，

それ以外の暗騒音のパワーの方が大きいことを示しており，定量評価を行う上で十

分な測定精度が確保できていない．これに対しマイクロホンアレイによる推定結果

では全周波数帯域で 4 dB 以上の信号対雑音比が確保されている．よって台車部空

力音の定量的評価のためには無指向性マイクロホンではなくマイクロホンアレイ

を用いた評価が必要であるといえる．   

次に中間車での流速分布を模擬した条件下における台車条件 A について，解析

領域 S の大きさが台車部空力音の推定結果に与える影響を図 2.14 に示す．これよ

り Region I～Region III での推定結果の差は 0.2 dB 以下と十分に小さいことから，

以後の解析領域として Region I を用いた結果を用いる．音圧レベル分布から無指向

性マイクロホンへの換算係数 C の周波数特性を図 2.15 に示す．換算係数 C は周波

数が低いほど係数が大きくなる傾向を示す．これはマイクロホンアレイの特性によ

り周波数特性のメインローブの幅が大きくなるためである．  
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図 2.13 中間車両条件で得られる信号対雑音比の比較  

（Case A と Case D の音圧レベル差）  

 

 

図 2.14 解析領域が推定台車部空力音 Lest,F に及ぼす影響  
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図 2.15 指向性積分音圧レベルから音圧レベルを算出する際の換算係数  

 

2.3.5 風洞試験による台車部空力音の推定結果 

風洞試験により得られた先頭車および中間車における条件 A での台車部空力音

の周波数特性を図 2.16 に示す．いずれの周波数帯においても中間車での台車部空

力音の推定値は先頭車の場合に比べて約 4 dB 小さくなる．この音圧レベル差が生

じる要因を図 2.10 に示す流速分布特性から考察する．先頭車と中間車での平均流

速の差はまくらぎ方向位置によって異なり，車両中心付近あるいは車両端部付近で

は先頭車で無次元流速が約 0.1～0.2 大きくなるのに対し，レール付近ではほぼ同程

度となる．そこで図 2.10 に示す風洞試験で得られた全測定点 (S-W1～S-W8)での流

速の平均値を代表流速とした場合について，空力音のパワーが流速の 6 乗に比例す

るという前提のもとに音圧レベル差を推定する．この場合先頭車と中間車の台車部

空力音の音圧レベル差は 60log10(0.74/0.65) = 3.4 dB と見積もられる．よって図 2.16

に示す音圧レベル差は妥当であると考えられる．   

中間車における台車部空力音について，台車部の側カバー形状を変化させた場合

の影響を図 2.17 に示す．側カバー無の条件 C に対し，側カバーの設置により音圧

レベルが低減し，フル側カバーを取り付けることによる低減量は 125 Hz 帯～800 Hz  
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図 2.16 流速分布模擬条件下における推定台車部空力音 Lest,F (Case A) 

 

 

図 2.17 台車部側カバーが推定台車部空力音 Lest,F に与える影響  

（中間車両流速分布の模擬条件下）  
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帯において3～5 dBである．つまり中間車におけるフル側カバー搭載条件（台車条

件A）下での台車部空力音は，図2.10で示すように先頭車に比べて流入速度が低減

していることや，側カバーによる遮音効果により大きく低減する．このことからも，

低騒音対策が施されたフルカバー搭載型の台車部空力音を評価するにあたっては，

流れ場や台車部側カバー等の影響を精緻に模擬する必要があると言える．  

 

2.3.6 現地試験による新幹線車両下部音の推定 

風洞試験による中間車流れ場での台車部空力音の推定結果をもとに，現地試験の

レール近傍点で測定されたA特性音圧レベル（以下，レール近傍騒音）により新幹

線車両下部音を推定する．騒音測定を対象とした現地試験での解析車両は，2章で

示した流速分布を測定したA系車両と車両長，車体幅および床下構造がほぼ同一で

ある形式（以下，B系車両）を対象とした．なおB系車両の台車装置には図2.3に示

す軸箱部の突起がとりつけられていないため，比較対象とする風洞試験による推定

結果として，条件Aの台車装置から突起を取り外した場合の測定を用いる．レール

近傍騒音レベルの算出に際しては，レール近傍測定点において車両通過時に観測さ

れた時間重み付け特性Fでの音圧レベルの時間波形に対し，先頭車および先頭から

5-6両目の車間部が通過する際の150 ms間（列車速度310 km/h時の走行距離  約13 m）

の平均音圧レベルを求めたうえで，4列車分のパワー平均値を算出した．なお新幹

線の車両下部音には空力音以外の音も含まれると考えられる．そこで同じく4列車

分のレール振動等の実測結果からTWINSモデル [74]により推定した転動音ならび

に車両機器音の成分を加えた．車両下部音の推定結果と実測結果の比較を図2.18に

示す．この結果から125 Hz帯～1 kHz帯で車両下部音の推定値と実測値とが概ね3 

dBの範囲内で一致している．特に315 Hz帯～500 Hz帯では台車部空力音の推定値と

レール近傍騒音レベルがほぼ同レベルとなる．また風洞試験での推定結果から，車

両下部音の中で特に125 Hz ～500 Hz帯の比較的低い周波数成分においては転動音

等に比べて台車部空力音の寄与が大きいと言える．  
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図 2.18 車両下部音の風洞試験結果ならびに現地試験結果との比較．  

（中間車両流速分布の模擬条件下）  
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2.4 まとめ 

高速で走行する新幹線車両から発生する車両下部音のうち，台車部空力音の寄与

を評価するための風洞試験法を開発した．台車部に流入するレール方向の流速成分

について，傾向が異なる先頭車と 5 両目台車部でのまくらぎ方向分布を風洞試験で

模擬する方法を提案した．また，台車部空力音を精度よく測定するため，台車部周

りの二次元音圧レベル分布を測定したうえで，車両側方における騒音レベルに変換

する手法を提案した．得られた主な知見は以下の通りである．  

(1) 車両下部に設置した部材の後流域，ならびに風洞のノズル周りに生成される自

由せん断層内の速度欠損領域を利用して台車部流入速度のまくらぎ方向分布を調

整する手法を提案し，それぞれの手法で先頭車ならびに中間車台車部流入速度分布

が再現できることを示した．  

(2) 本提案手法により推定された台車部空力音ならびにレール振動等から推定さ

れた車両下部音と，現地のレール近傍で測定された車両下部音を比較した結果，

中間車両での車両下部音について，125Hz 帯～1 kHz 帯で推定車両下部音と実測

値とが概ね 3 dB の範囲内で一致していることを示した．  

(3) 風洞試験での推定結果から，車両下部音の中で 125 Hz ～500 Hz 帯の比較的低

い周波数成分については，転動音等に比べて台車部空力音の寄与が大きいことを

示した．  

 

第３章 新幹線台車部から放射される騒音の音響特性 
3.1 はじめに 

第2章の結果から，風洞試験において現車と同様の流入条件を模擬したうえで，

マイクロホンアレイを活用することにより，台車部空力音を定量的に評価すること

が可能であるとの見通しが得られた．一方で，台車部騒音の伝播過程を考慮した低

騒音対策としては，近年開発された新幹線車両の台車部において，台車部の両側が

車両下面高さまで覆うカバーを設置するなどの対策が取られている [23, 78]．また

地面での反射に着目した事例としては，台車部から発生する騒音を低減するための

対策として，台車部キャビティ内壁に吸音対策を施したり，軌道上に吸音性の素材

を敷設するといった対策が検討されている [84, 85]．よって，今後更なる台車部空

力音の低減対策を開発する際には，側カバーや地面が存在することによる音場状況
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を把握する必要がある．  

キャビティと地面から形成されるような環境では，台車部と観測点周りにおいて

以下のような音場が形成されているものと推定される．  

(1)地面による反射  

(2)キャビティ内壁における反射  

(3)観測点側に設置された側カバーによる遮へい  

(1)や (2)の地面やキャビティ内壁における反射は，音波が同位相に近い状態で重

ね合わされた場合，観測点における音圧レベルが増幅する要因となる．一方 (3)の

側カバーによる遮へい効果は観測点での音圧レベルの低減をもたらすものである

が，その遮へいの度合いは周波数に依存し，低周波数域では効果が小さくなる．つ

まり，台車部からの放射音は，反射による音圧レベルの増幅効果と側カバーによる

遮へい効果が共存している状態といえる．  

そこで，キャビティ内で発生した音波が観測点に伝播する際の地面やキャビティ

の影響を評価実験で把握することとする．  

 

3.2 評価実験による音響特性測定試験 

3.2.1 評価実験の概要 

台車キャビティ内部から車両側方へ伝播する音波の音圧レベルの変化の特性な

らびに伝播経路を調査するため，大型低騒音風洞の無響室において 1/7 縮尺車両模

型を用いた評価実験を行った．車両模型下部に新幹線車両の台車が収納されている

キャビティ部を模擬し，キャビティの側カバーならびに地面の有無を変化させた場

合の影響を調べた．車両模型の設置条件を図 3.1 に示す．Setup 0 は無響室内に車

両模型および地面を設置しない条件であり，本報告ではこれを自由空間と称する． 

Setup 1 は車両模型を上下反転設置して地面のない状況を模擬した設置条件である．

Setup 2 は長さ 7000 mm，幅 5500 mm のステージ上に車両模型を通常の状態で設置

した条件である．測定対象となる台車キャビティ部の模型寸法は，レール方向長さ

571 mm，まくらぎ方向幅 476 mm（キャビティ底面），400 mm（車体底面）である．

台車部の側カバー条件および地面の条件を表 3.1 に示す．  
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(a) Setup 0 

 

(b) Setup 1 

 

(c) Setup 2 

図 3.1 台車キャビティ内部のマイクロホンとスピーカーの位置関係  
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表 3.1 評価実験における実験条件（側カバーおよび地面の条件）  

 Near side cover Far side cover Ground Setup 

Case AF ○ ○ 

Not exist Setup 1 
Case BF ○ × 

Case CF × ○ 

Case DF × × 

Case AG ○ ○ 

Exist Setup 2 
Case BG ○ × 

Case CG × ○ 

Case DG × × 

Legend ○ : Attachment，× : Detachment 

 

 

 

 

図 3.2 評価実験における台車部へのマイクロホン設置位置  
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3.2.2 相反定理に基づく評価試験 

台車キャビティ内部に存在する音源（以下，実音源）から車体側方の観測点（以

下，実観測点）へ伝播する音波を実験で再現するにあたり，本研究ではキャビティ

内の音場を極力乱さないため，また十分なS/Nを確保するため相反定理を適用する

こととし [86, 87, 88, 89]，キャビティ内にマイクロホン，車両模型側方にスピーカ

ー音源を設置した．なお実音源位置に設置したマイクロホンを仮想音源あるいはマ

イクロホン，実観測点に設置したスピーカーを仮想観測点あるいはスピーカーと称

する．仮想音源の鉛直方向位置による影響を調べるため，図3.2に示す通りキャビ

ティ内に9個のマイクロホンを離散的に配置した．なお，ここではマイクロホン位

置は相反定理により仮想音源とみなせるため，マイクロホン位置を記号 (xs, ys, zs)

で表す．仮想音源として用いるマイクロホン（B&K社製  Type 49351/4インチ，受

圧部直径約7 mm，長さ65 mm）で測定した時系列波形をデータレコーダー（TEAC

社製WX-7000）で記録した．スピーカーから放射した広帯域音（ホワイトノイズ）

を対象として，m番目のマイクロホンでの受信音圧レベルLmに対し，式 (10)により

音圧レベル差Gm[dB]を算出した．  

Gm ( f ) = Lm ( f ) -L0 ,m ( f ) (10)

ここで L0,m は自由空間（Setup 0）で測定した音圧レベル， f は現車換算後の 1/3 オ

クターブバンド周波数である．FFT 分析に際しては，サンプリング周波数 48 kHz，

データ長 512 点，平均化回数 128 回とした．  

実音源から放射された音波が実観測点に至る過程で，キャビティの内壁や地面で

受ける反射の影響評価が重要となる．この直達音と反射音を分離するため，TSP 

(Time Stretched Pulse)信号を用いる．本実験では，スピーカーへの入力電圧波形と

各マイクロホンでの検出信号からインパルス応答波形を算出した．スピーカーから

放射された音波がマイクロホンに至る過程での直達音と反射音を高いS/Nで分離す

るため，TSP (Time Stretched Pulse) 信号を用いてスピーカーへの入力電圧波形と各

マイクロホンでの検出信号からインパルス応答波形を算出した．インパルス応答測

定結果を解析する際のサンプリング周波数は192 kHzとした．また，オリジナルの

インパルス応答波形にはスピーカーの特性が含まれるため，これを除去するため  
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自由空間でのインパルス応答が単位インパルス応答となるように設計された逆フ

ィルタを適用した [90, 91, 92]. なお評価実験に関する結果の周波数については，数

値計算時と同様に現車換算後の周波数で表記する．  

 

3.3 評価実験結果 

3.3.1 側カバーが音圧レベルの特性に与える影響（地面無） 

地面が存在しない条件で，台車部の側カバー条件による音圧レベル差の比較を図

3.3 に示す．近接側カバーが設置された条件（Case AF, Case BF）では音圧レベル差

が概ね 0 dB であるのに対し，近接側カバー設置されていない条件（Case CF, Case 

DF）では 1 kHz 帯以下で音圧レベルが約 5〜10 dB 低減する．音圧レベルの低下は

近接側カバーの回折減衰によるものである．一般的にはマイクロホン位置が地面高

さから遠くなるほど回折減衰による音圧レベルの低下は大きくなる．しかし，315

〜630 Hz 帯付近ではこの傾向からの乖離がみられる．  

 

 

Side cover
(Near side)

Train body

Direct wave from SP

Reflected wave

Microphone

▲Cavity floor

 

図 3.4 台車キャビティ内の音源から台車部側方に伝播する音波の経路  

（キャビティ上部壁面での反射）  
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表 3.2 直接音とキャビティ上部壁面での反射音との干渉 ( ys = 0 mm) 

Microphone ID A C E F 

Position zs (mm) 11 41 71 101 

Dip Anti-phase (Hz) 180 211 263 364 

Peak In phase (Hz)  361 423 527 727 

 

ここで，スピーカー位置から近接側カバーのみが設置されたキャビティ内のマイク

ロホン位置までの音波の伝播経路の模式図を図 3.4 に示す．ここでは 2 つの経路，

つまり直接的な経路とキャビティ上部壁面を経由する反射音の経路が存在する．こ

の伝播経路の違いに基づき，同位相および逆位相での干渉周波数を表 3.2 に示す．

表中に示す干渉周波数が図に示すピークと一致することが分かる．例として，zs = 

11mm（Mic.A）での結果に相当する 315Hz 帯でのピークを黒矢印で示す．つまり，

この乖離は直接音とキャビティ上部壁面かを経由する反射音の干渉により生じる

ものである．  

低周波領域では，遠隔側カバーの有無により，明確な違いが認められる．遠隔側カ

バーが設置された条件（Case AF, Case CF）では 125 Hz 帯でのピークや 160 Hz 帯

でのディップが認められる．遠隔側カバーのみの条件（Case CF）での ys = -90,0，

90 における音圧レベル特性（実験値）を図 3.5(a)に示す．125 Hz 帯，160 Hz 帯に

おいて，マイクロホンのまくらぎ方向位置 ys に依存することが分かる．低周波領

域でのこの大きな変化は直接音と遠隔側カバー間での反射波との干渉によるもの

と考えられる．式（11）による音圧レベル差の推定結果を図 3.5(b)に示す．  

bikrefG  110log20)(  (11)

ここで，rb はマイクロホン位置から遠隔側カバーまでの距離の 2 倍の長さ，k は

波数を示す．それぞれのマイクロホン位置 ys において，計算結果で得られた 125 Hz

帯および 160 Hz 帯でのピークとディップは実験結果と一致する．Case DF につい

ても同様に説明できる．  
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図 3.5 遠隔側カバー設置時 (Case CF)の音圧レベル特性の y 方向依存性  
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3.3.2 側カバーが反射波に与える影響（地面無） 

側カバーでの反射の状況は，インパルス応答で確認できる．まず地面が無い条件

下での結果を考察する．側カバー無（Case DF），遠隔側カバーのみ（Case CF）お

よび自由空間でのインパルス応答測定結果を図 3.6 に示す．横軸は，音波の伝播距

離 Δr = τc [mm]である（c は音速，τ はマイク C(zs = 41 mm)に最初のパルスが到達し

たタイミングを原点とする時間を表す．）．遠隔側カバーでの反射に起因する 2 番目

のパルス R1 が Δr = 500 mm で認められる．次に，近接側カバー（Case BF）の影響

を図 3.7 に示す．側カバーを設置しない条件（Case DF）と比較して，Δr = 90〜100 

mm に 2 番目のパルス R2 が認められる．キャビティ上部壁面に近いマイク I では，

Δr = 50 mm に単独のパルス R2’が認められる．これは，直接音とキャビティ上部壁

面での反射音が同時に到達することにより振幅が増大していることを示している．

これらのパルス R2，R2’は図に示す音圧レベル特性がキャビティ上部壁面での反射

による影響を受けていることを示している．両側に側カバーを設置した場合（Case 

DF）のインパルス応答測定結果を図 3.8 に示す．遠隔側カバー条件（Case CF）と

同様に  Δr = 500 mm の辺りでパルス R1 が認められる一方で，近接側カバーでの遮

へいの影響により 1 番目のパルスの波高は低くなる．  
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図 3.6 インパルス応答の比較（ys = 0 mm．側カバー無と遠隔側カバー有）  
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図 3.7 インパルス応答の比較（ys = 0 mm．側カバー無と近接側カバー有）  
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図 3.8 インパルス応答の比較（ys = 0 mm．側カバー無と両側カバー有）  
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3.3.3 側カバーが音圧レベル特性に与える影響（地面有） 

地面が存在する条件での音圧レベル特性を図 3.9 に示す．近接側カバーが設置去

れていない条件では，地面が存在しない場合に見られなかった 2 つの特徴が認めら

れる．一つ目は，zs = 11〜71 mm の間で 125 Hz 帯〜630 Hz 帯にかけて音圧レベル

差が正となり，全てのマイクロホン位置で 125 Hz 帯〜630 Hz 帯にかけて約 6 dB と

なる．第二に，マイクロホンの鉛直方向位置に依存する周波数で顕著なディップが

存在する．これらの現象を説明するため，直接波と地面での反射波の干渉について

検討する．式 (12)により Case DG, ys= 0 mm での推定干渉周波数を式に示す．  

RikrDikr errefG )/(log20)( RD10   (12)

ここで，rD と rR はそれぞれスピーカーからマイクロホンへの直接音ならびに地面

反射音の経路長である．ディップが生じる周波数は図 3.9(a)に示した音圧レベル特

性と一致しており，これらの現象が直接音と地面反射音との干渉により生じている

ことが分かる．400 Hz 帯よりも低い周波数帯域では，直接音と反射音との同位相

の重ね合わせにより最大約 6 dB 増加する．500 Hz 帯以上では，マイクロホン位置

が地面から離れるほど位相がずれるため音圧レベル差は低下する．  

近接側カバーを設置した場合（Case BG）の音圧レベル特性を図3.9(b)に示す．カ

バーによる一般的な遮へい効果から予想される通り，マイクロホン位置が地面から

遠ざかるにつれ，あるいは周波数が高くなるにつれ，音圧レベル差は低減する．し

かし地面反射の影響により，zm =11〜101 mmの範囲において，200 Hz帯〜630 Hz帯

での音圧レベル差は依然として0 dB以上となる．側カバーを設置しない条件（Case 

DG）で見られたような音響的な干渉によるディップは認められない．これは，キ

ャビティ上部壁面に近いマイクロホン位置ではスピーカーからの放射音が近接側

カバーの遮へい効果により減衰しているためである．  

遠隔側カバーを設置した場合（Case CG）の音圧レベル特性を図 3.9(c)に示す．

Case DG と比較して，315 Hz 帯以下で音圧レベル差が変化する一方で，400 Hz 帯

以上では大きな変化はない．  

最後に，両側に側カバーを設置した場合の音波の反射を図3.9(d)に示す．Case BG

と比較して，地面およびキャビティ内壁での多重反射により音圧レベル差はほぼ全

周波数帯域で増加する．
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図 3.10 Case AG における音圧レベル特性（ys = 0 mm，計算値）  

 

3.3.4 側カバーが反射波に与える影響（地面有） 

インパルス応答測定により，地面やキャビティ側カバーでの反射の状況を調べる．

まず，側カバーを設置しない条件で，地面の有無による差異を図3.11に示す．ys = 41 

mmにおいて，Case DGでみられるΔr = 0 mmでの最初のパルスの波高はCase DFに比

べて高い．これは，直接音および地面での反射音の同位相での重ね合わせが生じて

いることを示している．マイクロホンが地面から遠くなると，地面反射に起因する

2番目のパルスR3がΔr = 30 mmで認められる．  

遠隔側カバーを設置した場合（Case CG，Case CF）の結果を図3.12に示す．パル

スR3に加えて，Δr = 500 mmの付近に遠隔側カバーや地面での反射に起因するR4で

示す複数のピークが認められる．  

近接側カバーを設置した場合（Case BG, Case BF）の地面反射による影響を図 3.13

に示す．zm = 41 mm において，Case BG での 1 番目のパルスは Case BF よりも大き

くなり，図 3.11，図 3.12 に示す結果と類似の傾向を示す．一方 Case DG と Case CG 
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図 3.11 インパルス応答比較（ys = 0 mm．側カバー無，地面の影響）  
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図 3.12 インパルス応答比較（ys = 0 mm，遠隔側カバー有，地面の影響）  
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図 3.13 インパルス応答比較（ys = 0 mm，近接側カバー有，地面の影響）  
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図 3.14 インパルス応答比較（ys = 0 mm．両側カバー条件での地面の有無）  
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では地面からマイクロホン位置が遠い場所で単独のパルス R5 しか生じない点が異

なる．これは直接音が近接側カバーの遮へいによる影響を受けていることを示す． 

近接側カバーを設置した場合（CaseBG）と両側カバーを設置した場合（Case AG）

の差を図 3.14 に示す．遠隔側カバーの反射に起因する反射音 R6 が Δr = 500 mm の

付近に認められる．このパルスの他，地面反射に起因する複数の反射波 R7 が少な

くとも Δr = 2000 mm まで認められる．音圧レベル特性の結果から，この複数の反

射波により図 3.3 に示す両側カバー設置条件での音圧レベル差が増加したものと考

えられる．  

  

3.4 まとめ 

相反定理に基づく評価実験を実施し，新幹線車両の台車部から発生する音波が車

両側方に伝播する際の音圧レベル特性および伝播経路特性について調査を行った．

地面が存在する条件下では，観測点側に設置された側カバーによる遮へい効果が比

較的高い周波数帯で生じる一方，低周波数域では地面での反射音により音圧レベル

差が増加する傾向がみられた．  

 

第４章 音場情報を反映した台車部空力音の推定法  

4.1 はじめに 

第 2 章で示した結果から，風洞試験でマイクロホンアレイのビームフォーミング

解析によって台車部空力音の定量評価を行い，台車部空力音の寄与が 500Hz 帯以

下で大きくなるとの試算を行った [93]．また第 3 章では新幹線車両の台車部から発

生する音波が車両側方に伝播する際の音圧レベル特性および伝播経路特性につい

て，地面や側カバーの影響を強く受けることが明らかとなった．ここで，ビームフ

ォーミング解析によって得られる指向性音圧レベルは，マイクロホンの配列や測定

対象物との位置関係で決まる指向特性に依存する．第 2 章で示した風洞試験とマイ

クロホンアレイを活用した台車部空力音の評価法 [93]（以下，従来法）では，指向

性音圧レベルの積分値から無指向性マイクロホンでの測定結果に相当するスペク

トルを算出する際の伝達関数は，無指向性マイクロホンで信号対雑音比が確保でき

るよう，先頭車両での台車部流入箇所におけるまくらぎ方向流速分布を模擬し，台

車部側カバーを取り外した条件での風洞試験の測定値から求められている．このた
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め，空力音の発生状況（音源，音波の伝播経路）は本来の側カバー設置時とは異な

るものと考えられる．第３章で示した通り，台車部キャビティ内で発生した騒音が

現地観測点に至る過程では，地面やキャビティ内壁による複雑な影響を受ける．よ

って，従来法での台車部空力音の評価過程では，これらの影響が正確に反映されて

いないこと，またマイクロホンアレイの指向性音圧レベルから現地観測点での音圧

レベルを換算する際の音場の影響が未知であるという問題がある．台車部を格納す

るキャビティ（以下，キャビティ）内から発生した騒音に対する地面反射や側カバ

ーによる遮へいの影響については二次元的な数値計算による評価が行われている

[94]．ただし台車部のキャビティや地面の存在がビームフォーミング解析に適用す

る伝達関数に与える影響についてはこれまで十分な検討が行われていない．  

そこで本研究では，地面とキャビティによる反射，側カバーによる遮へい効果と

いった音場情報が指向性音圧レベルに与える影響を示した伝達関数を用い，台車部

空力音を定量的に推定する手法を提案する．これにより推定手法のプロセスにある

伝達関数の物理的意味（ここでは地面とキャビティによる反射，側カバーによる遮

へい効果）を明示できるようにすることを目的とする．提案する手法による台車部

空力音の具体的推定手順としては，キャビティ内部に配置した仮想的な音源と指向

性音圧レベル，あるいは現地観測点における音圧レベルとの関係を示す伝達関数を

それぞれ三次元数値解析で求める．次に従来風洞試験でマイクロホンアレイにより

得られた指向性音圧レベル分布の積分値にこの伝達関数を適用し，現地観測点での

台車部空力音を定量的に推定する．提案手法の妥当性を検証するため，地面や台車

部の側カバーの存在が伝達関数に与える影響を評価実験により調査する．また，本

推定手法により算出された台車部空力音をもとに新幹線の車両下部音を推定し，現

地試験結果との比較を行う．  

 

4.2 推定手順 

車両模型，マイクロホンアレイ（風洞観測領域）ならびに現地観測点の位置関係

を図 4.1 に，従来手法に対する今回の提案手法の相違点を図 4.2 に示す．キャビテ

ィ内に存在する音源，マイクロホンアレイの m 番目のマイクロホンの位置ベクト

ルおよびビームフォーミング解析時の照準点位置を xs ( xs, ys, zs ), xm ( xm, ym, zm ), xf 

( xf, yf, zf  )とする．従来の手法では，第一段階として風洞試験でビームフォーミン  
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図 4.1 仮想音源，現地観測点および風洞試験でのマイクロホンアレイ位置  

 

 

 

 

T.F. : Transfer function 
1. Calculate a 2-D directive SPL (DSPL) of the bogie section

by beamforming processing in the wind tunnel test.

2. Integrate the DSPL.

3’. Calculate a power level of noise sources
from the DSPL obtained in step 2 by applying
the T.F. (A) calculated by BEM.

5. Estimate a SPL of aerodynamic bogie section at the observation point in a filed test.

4’. Apply the T.F. calculated by BEM to the power 
level obtained in step.3’ which convert to the SPL 
at the observation point in a field test.

4. Apply the inverse square law of the distance 
to the SPL obtained in step.3.

3. Calculate a SPL at the measurement point
in a wind tunnel test by applying the T.F. 
obtained experimentally .

Proposed method

 

図 4.2 台車部空力音の推定手順における従来法と提案手法の比較  
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グ解析 [43, 80]により台車部周りの二次元的な指向性音圧レベル分布を計算する  

(Step 1). 実際にはマイクロホンアレイの指向特性は空間的に広がりをもつ．よって，

指向性音圧レベル分布を評価する際には，音源位置のみならずその周囲の領域を含

めた評価が必要となる．このため，台車部周りの一定領域内で指向性音圧レベルの

積分値（指向性積分音圧レベル）を算出する [63] (Step 2) ．この指向性積分音圧レ

ベルは音源の音響パワーレベルと比例する．従来の方法では，実験的に取得した伝

達関数を適用し，風洞観測領域内の位置 xomni における無指向性マイクロホンでの

音圧レベルを算出する  (Step 3)．ここで位置 xomni については，車体のまくらぎ方

向（  y 方向  ）中心における下面高さを音源と仮定し，この音源位置から現地観測

点  （レール近傍騒音測定点）を結ぶ延長線上とマイクロホンアレイ平面との交差

点に近い位置としている．さらに，点音源に対する距離の逆二乗則に従い現地観測

点での音圧レベルを算出し  (Step 4)，最終的に台車部空力音を推定する  (Step 5)．  

ここで Step 3 で求める伝達関数は，風洞試験において無指向性マイクロホンで

S/N が十分確保できる台車部条件，具体的には新幹線の先頭車両における台車部流

入箇所での流速分布を模擬し，台車の両側の側カバーを取り外した状態での実測値

として求めている．このため，騒音の発生個所ならびに音響特性（地面の反射や側

カバーによる遮へいによる影響等）が側カバーを設置した条件とは異なるものと想

定される．伝達関数は音源から各マイクロホンに伝播する際の音場の影響を受ける

ため，より実態に即した音響特性を反映した伝達関数を適用する方が望ましい．ま

た Step 4 では，無指向性マイクロホン位置 xomni と現地観測点間の模型縮尺比を考

慮した距離の点音源に対する逆二乗特性を考慮しているのみであり，同じく地面や

キャビティの影響が考慮されていない．そこで本研究では，Step 3 で指向性積分音

圧レベルに適用する伝達関数について，三次元境界要素法を用いて台車部周りの音

響特性を反映した伝達関数を求め，音源の音響パワーレベルを推定することとする  

(Step 3’)．つまりこの過程において，従来法では風洞観測領域上での音圧レベルを

推定していたのに対し，今回の提案手法では音源自体の音響パワーレベルを求める

こととなる．さらにこの音響パワーレベルに対し同じく台車部の音場情報を反映し

た伝達関数を適用することで現地観測点の音圧レベルを推定することとする (Step 

4’)．これにより，地面反射や側カバーの遮へい効果が指向性積分音圧レベルに与

える影響が明らかとなり，本手法の信頼性が向上することが期待できる．  
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(a) 数値計算  

 

 

(b) 風洞試験  

図 4.3 台車部周りの音場を考慮した提案手法のブロック図  
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今回提案する推定手法について説明する．図 4.1 に示すキャビティ内の音源位置

xs に音響パワーレベル C
wL の無指向性点音源（以下，仮想音源）が存在し，ここから

放射される音波を車両側方に設置したマイクロホンアレイで観測する状況を考え

る（図 4.3（a））．ここで C
wL はキャビティや地面での反射，遮へいの影響が無い空間

（以下，自由空間）において仮想音源から 1 m 離れの位置で 0 dB となる値に設定

する．仮想音源から放射された音波は，キャビティの内壁や地面の反射，風洞観測

領域側に設置された側カバー（以下，近接側カバー）による遮へいの影響を受けた

上で各マイクロホンに到達するものと考える．この際 m 番目のマイクロホンでの

受信音圧の複素フーリエスペクトルを ),,(C
msm fs xx’ とし，式（13），（14）に従い指向

性音圧レベル ),,(C
d fsfL xx を算出する．  

),(),,(
1

),,,( F),(F'CC
mfm

mfmikr
msmfmsm refs

M
fs xxxxxxx xx  (13)

  







 

 '

*

f's
C

'fs
C

10
C
d ),,,(),,,(log10),,(

mm

mmmmfs fsfsfL xxxxxxxx  (14)

ここで f は周波数，k は波数，M はマイクロホンの総数， F
mr は照準点から各マイク

ロホン位置までの直線距離であり，地面や車両が存在しない自由空間での音波の伝

播距離に相当する．また＊は複素共役を表す．この指向性音圧レベルは，位置 sx で

音響パワーレベル C
wL を持つ仮想音源から放射された音波に対して，マイクロホンア

レイの指向特性の影響を受けた状態での音圧レベルとなる．解析格子点上の一定領

域 R に含まれる音圧レベルのパワー和を算出し，式（15）から指向性積分音圧レ

ベル ),(C
I sfL x を算出する．  











 

R

10/)f,s,(C
d

10
C 10log10),(

f

fL
sI fL

x

xx
x  (15)

風洞試験で測定した台車部空力音の音源が仮想音源と同じ位置 sx に存在すると

仮定する．図 4.3（b）に示す通り式（16），（17）と同様に空力音源についても受信

音圧のフーリエスペクトル ),,(B
msm fs xx’ から指向性音圧レベル ),,( f

B
d xx sfL を求める．   
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*

f's
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'fs
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10fs
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mm

mmmm fsfsfL xxxxxxxx  (17)

ここで， [ ]はアンサンブル平均を示す．式（3）と同一の解析格子点上の一定領

域 R 内でパワー和をとり，式（18），（19）に従い指向性積分音圧レベル ),(B
I sfL x を

算出する．  






  10/)f,s,(BGN

d10/)f,s,(B
d

10fs
B
d 1010log10),,(

xxxx
xx

fLfL
fL ’  (18)









 

Rf

10/)f,s,(B
d

10s
B
I 10log10),(

x

xx
x

fL
fL

’  (19)

ここで BGN
dL は暗騒音条件（台車部を完全平滑とした条件）で式（17）と同様に算出

された指向性音圧レベルである．フーリエスペクトル ’C
ms で想定している仮想音源

の位置ならびに指向特性が空力音源と同一とみなせる場合，式（14）で求めた仮想

音源に対する指向性音圧レベル C
dL のパワーと式（18）で求めた風洞試験の測定結

果から得られる指向性音圧レベル ’B
dL のパワーは各格子点で比例関係となる．よっ

て，音圧レベル分布内の指向性音圧レベルを積分した C
IL ， B

IL についてもそのパワ

ーは比例関係となる．本提案手法ではこの比例係数により空力音源の音響パワーレ

ベル E
wL を式（20）により算出する．  

 ),( ),( ),( ),( soct
C
Isoct

B
Isoct

C
wsoct

E
w xxxx fLfLfLfL   (20)

ここで foct は 1/3 オクターブバンド中心周波数である． ),(C
I soctfL x については，1/3 オ

クターブバンド周波数に対して１バンド内を常用対数で等間隔に分割した離散周

波数での指向性積分音圧レベルのパワー平均により求めた．風洞試験で求められた

音響パワーレベルが E
wL である音源からの放射音について，現地観測点 ox での音圧

レベル Pfin を式（21）により推定する．   
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)2(log10)(),,(),(),(

)2(log10)(),,(),(),(),,(

10octosoct
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soct
C
Isoct

B
I

10octosoct
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oct
C
wsoct

E
wosoctfin





fAfLfLfL

fAfLfLfLfP s

　　　　　　　　 xxxx

xxxxxx
 (21)

ここで， ),,(β
osoctfL xx は仮想音源位置 sx に音響パワーレベル C

wL の無指向性点音源が

存在する場合の現地観測点 ox における音圧レベルであり，伝達関数 ),( soct
C
I xfL と同様

に 1/3 オクターブバンド中心周波数の関数で表す．A( foct )は周波数重み付け特性 A，

最終項は車間部通過時の騒音に 2 台車分の寄与が含まれることを考慮したもので

ある．式（21）より現地観測点における音圧レベル Pfin は，風洞試験で得られた観

測対象となる台車条件での指向性積分音圧レベル B
IL ，解析的に取得する指向性音

圧レベルの伝達関数 C
IL および現地観測点の伝達関数 βL により推定できる．  

なお実際の空力騒音はキャビティ内で空間的に分布していると考えられる．そこ

で台車部に音響パワーが同一で複数の無相関な仮想音源が N 個分布している状況

を考える．この場合，複数の仮想音源を対象とした指向性音圧レベルの伝達関数

),( sdoct
CT
I xfL は式（22）で表される．   









 



N
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nfL

N
fL

1

10/)s,oct(C
I

10sdoct
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I 10

1
log10),(

x
x  (22)

ここで n
sx は，n 番目の仮想音源の位置ベクトル， sdx は仮想音源の配列パターンを表

す．同じく複数の仮想音源を対象とした現地観測点への伝達関数 ),,( osdoct
βT xxfL は式

（23）で表される．  









 



N

n

nfL

N
fL

1

10/)o,s,oct(β

10osdoct
βT 10

1
log10),,( xxxx  (23)

最終的な現地観測点における音圧レベル Pfin は，式（21）と同様の考え方に基づ

き式（24）の通り推定できる．  

)2(log10)(),,(),()(),,( 10octosdoct
βT

sdoct
CT
Ioct

B
Iosdoctfin  fAfLfLfLfP 　xxxxx  (24)

指向性音圧レベルを算出する際に必要となる振幅及び位相情報については，仮想

音源位置ならびに構成マイクロホンの位置に依存するため，これらの条件を網羅す

る多数のデータを実験的に得るのは困難である．そこで本研究では，伝達関数 C
IL お
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よび βL の両者を数値計算により算出することとする．  

 

4.3 数値計算による伝達関数の算出 

数値計算による音場解析には境界条件の離散化による境界要素法（BEM）の解

析が有効であり [81]，回折減衰等の影響を考慮した複雑形状に対する適用例も報告

されている [82]．本研究でも式（13）に適用する音場情報を反映した複素フーリエ

スペクトル ’C
ms を算出するにあたり，汎用計算ソフトSYSNOISEを用いてBEMによ

る三次元解析を行った．数値解析時の台車部のモデル（メッシュ）を図4.4に示す．

座標系として，風洞試験での主流方向，鉛直上方およびこれらに直交し車両から風

洞観測領域に向かう方向をそれぞれx，z，yの正と定義する．また仮想音源の位置

を (xs，ys，zs)で表記する．風洞試験で用いた1/7縮尺車両模型をベースとして，台

車部中心からx方向に± 500 mmの範囲を数値計算用にモデル化した．なお本モデル

では台車装置は模擬していない．各解析周波数帯での計算パラメータについては，

伝達関数 CT
IL および βTL の収束性を確認したうえで表4.1に示す通りとした．なお，本

報告書に記載する周波数はいずれも現車換算後の値で表したものである．メッシュ

間隔は解析対象周波数の波長の1/6以下となるように設定した．音速は340 m/sに設

定した．周波数平均化時の分割数は，式（20）〜（24）に示す離散周波数での音響

パワーレベルあるいは音圧レベルのパワー平均を算出する際に，1/3オクターブバ

ンド周波数の１バンド内を常用対数で等間隔に分割した数を表す．側カバー形状は

実際に使用した湾曲形状を模擬した．地面の影響についてはSYSNOISEによる計算

の際，z = 0 mmに剛体平面を設定することにより考慮した．地面を考慮した条件で

台車部の両側に側カバーを設置し，予備検討の結果を踏まえ全壁面の垂直入射反射

率を97 %（音響特性インピーダンスを27350 kg/m2sに設定）とした条件を標準条件

とする．また標準条件に対して地面が存在しない条件（以下，地面未設条件），な

らびに標準条件に対して台車キャビティの上部壁面の垂直入射反射率を0とした条

件（音響特性インピーダンスを416.5 kg/m2sに設定．以下，キャビティ上部壁面無

反射条件）についても検討を行った．なお，風洞試験における移流効果については，

ノズル周りの自由せん断層による屈折の影響について，主流方向に平行なせん断層

を仮定した補正を行っている [83]．また，台車部とマイクロホンアレイの位置関係

について，風洞試験では音波の移流をふまえアレイのx 方向設置位置を台車中心  
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表 4.1 計算条件  

1/3 Octave band frequency [Hz] 125 160 200 250 315 400 

Mesh width* [mm] 30 30 30 30 20 20 

Mesh shape Square Square Square Square Triangle Triangle 

Number of division in a 

frequency band 
3 3 3 3 7 7 

* 1/7 scale 

 

 

 

 

 

図 4.4 台車部の計算モデル  
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図 4.5 マイクロホンアレイにおけるマイクロホンの配列  

 

(a) 正面

 

(b) 側面図  

図 4.6 台車部キャビティ内における仮想音源の配置  
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から500 mm 下流としている．よって数値計算においても風洞試験での状況に合わ

せてマイクロホンアレイ中心がx = 0.5 mとなる条件で計算を行った．マイクロホン

アレイを構成するマイクロホンの位置を図4.5に示す．この位置は式（5）で風洞試

験結果から指向性音圧レベル ),,( fs
B
d xxfL を求める際に参照したマイクロホン位置と

同一である．現地測定点の位置は現車スケールでy = 2.716 m，z = 0.6 mであり，数

値計算モデルにおける1/7スケールでの位置はx = 0 m，y = - 0.388 m，z = 0.0857 m と

した．また列車が現地観測点前を移動することを考慮し，現地観測点の伝達関数 βTL

の算出時にはxo = - 0.2, -0.1, 0, 0.1, 0.2 mの条件で算出した結果のパワー平均値を算

出した．式（22）～（24）に示す仮想音源の配置パターン sdx については，車両下

面高さ付近で台車機器の位置する範囲，ならびに間隔が解析最大周波数である400 

Hzの音波の波長の1/7の距離より小さくなることを考慮し，図4.6に示す通りxs = - 

0.25 〜  0.25 m (0.05m ピッチ )，ys = - 0.15 〜  0.15 m (0.05 m ピッチ )，zs = 0.032 〜  

0.107 m (0.0125 m ピッチ )の範囲に配置する．式（3）で指向性音圧レベルを算出す  

 

 

 

 

図 4.7 x - y 平面における伝達関数 C
IL ， βL の空間分布の解析領域  
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る際の積分領域Rについては，風洞試験と同一であるx = - 0.5 〜  0.5 m, z = - 0.5 〜  

0.5 m ( 0.1 mピッチ  )の格子点領域とした．  

 

4.4 伝達関数の空間分布特性 

標準条件に対する伝達関数 C
IL 及び L の空間分布について，z方向のパワー平均化

を行った後の図4.7に示す領域に仮想音源を配置したx - y平面における分布を図4.8，

4.9に示す．図中のキャビティ寸法は1/7スケールで表記したものである．白で描画

されている領域は，カラーバーで示す最大音圧レベルと比べて10 dB以上小さいこ

とを表す．250 Hz帯～400 Hz帯では空間的な変化が最大でも10 dB以下となる一方

で，125 Hz帯〜200 Hz帯ではy方向に対して伝達関数の変化が大きくなる．このう

ち125 Hz帯ではいずれの伝達関数でもy方向中心で音圧レベルが最大となる．一方

160 Hz帯では伝達関数 C
IL では風洞観測領域側，伝達関数 L では現地観測点側で音圧

レベルが最大となるなど，y方向に対して非対称性がみられる．これはキャビティ

内の仮想音源から風洞観測領域までの（近接側カバー下端部を回折する）直接音と，

地面あるいはキャビティ内壁での反射音との音響的な干渉の影響を受けているも

のと考えられる．地面未設条件について，125 Hz帯および160 Hz帯での伝達関数 C
IL

のx - y平面における分布を図4.10に示す．いずれの周波数帯域でも地面が存在する

標準条件に比べて伝達関数の値が小さくなる．ただしy方向に対する空間分布につ

いては，125 Hz帯では標準条件と同じ傾向を示すのに対し160 Hz帯では最大値とな

るy方向位置が標準条件と異なる．次にキャビティ上部壁面無反射条件の伝達関数

を図4.11に示す．125 Hz帯および160 Hz帯ともに伝達関数のy方向に対する大きな変

化は生じなくなる．地面が存在している条件で，近接側カバーのみとした場合の結

果を図4.12に示す．160 Hz 帯の空間分布の傾向については類似した分布傾向が認

められるものの，地面が存在し両側カバーを設置した場合の方がy 方向の変化がよ

り顕著に生じており，遠隔側カバー設置の影響が認められる．以上の結果から，標

準条件での伝達関数 C
IL で低周波数域にみられるy方向の空間分布は，地面，遠隔側

カバーならびにキャビティ上部壁面での反射波が影響しているといえる．  

式（22），（23）に従い空間積分を行って得られた伝達関数 CT
IL および βTL について，

台車部周りの音場を考慮した場合と自由空間を想定した場合の比較を図 4.13 に示

す．自由空間を想定した場合の伝達関数 CT
IL は周波数に対して単調減少する一方で
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βTL は周波数に依存せずほぼ一定となるため，伝達関数 ( βTCT
I LL  )は周波数に対して

単調増加となる．なお自由空間における伝達関数 TL の値は，キャビティ内におけ

る仮想音源の位置から現地観測点までの点音源に対する直線距離の逆二乗特性に

より約 8 dB となる．これに対し台車部を考慮した場合，各伝達関数の周波数特性

はキャビティ周りの音場の影響を受けており，自由空間の場合とは異なり単調とは

ならない．また伝達関数 CT
IL および βTL は自由空間の場合とは異なり，いずれも 125 

Hz 帯～400 Hz 帯の範囲で増加する．つまり，伝達関数 CT
IL が示すキャビティ内の音

源の音響パワーに対応する指向性積分音圧レベルが地面や側カバーによる反射の

影響により増加すること，また伝達関数 βTL が示すキャビティ内の音源の音響パワ

ーに対応する現地観測点での音圧レベルが同じく地面や側カバーにより増加する

ことがそれぞれ示されている．一方で指向性音圧レベルと現地観測点での音圧レベ

ルの関係を示す最終的な伝達関数は両者の差 ( βTCT
I LL  )となるため，自由空間の場

合と同程度の値となる．  
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図 4.8 伝達関数 C
IL の空間分布  (鉛直方向での平均化処理後 ) 
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図 4.9 伝達関数 βL の空間分布 (鉛直方向での平均化処理後 ) 
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図 4.10 地面が無い条件下での伝達関数
C
IL の空間分布  

 

 

図 4.11 上部壁面を音響的に吸音条件とした場合の伝達関数
C
IL の空間分布  

 

 

図 4.12 地面および近接側カバーが存在する条件での伝達関数
C
IL の空間分布  
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(a) 伝達関数 CT

IL  

 
(b) 伝達関数 βTL  

 
(c) 伝達関数 ( βTCT

I LL  ) 

図 4.13 各伝達関数の周波数特性  

（自由空間を想定した場合と台車部を考慮した場合の比較）  
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4.5 評価実験結果および現地試験測定結果による妥当性の検証 

4.5.1 相反定理に基づく評価実験 

前章の結果から，台車部周りの音場情報を反映した伝達関数 CT
IL ， βTL は自由空間

を仮定した場合に比べて増加する傾向がみられた．また台車部周りの音場を考慮し

た場合の伝達関数 C
IL ， βL の x - y 平面上における空間分布では，比較的低い周波数

帯域の 125 Hz 帯および 160 Hz 帯で y 方向に大きな変化がみられ，地面，キャビテ

ィ上部壁面を含むキャビティの内壁での反射による影響が示唆された．数値計算に

より得られた伝達関数の妥当性を検証すること，また地面やキャビティ内壁での反

射が伝達関数に与える影響をより詳細に調べるため，大型低騒音風洞の無響室にお

いて，従来の風洞試験で用いた 1/7 縮尺車両模型を使用した評価実験を行った．車

両模型の下部に新幹線車両の台車が収納されているキャビティ部を模擬し，キャビ

ティの側カバーならびに地面の有無を変化させた場合の影響を調べた．なお本評価

実験では台車装置は設置していない．車両模型の設置条件は，図 3.1 に示した通り

である．Setup 0 は無響室内に車両模型および地面を設置しない自由空間を模擬し

た状態である．Setup 1 は車両模型を上下反転して地面未設条件を模擬した設置条

件である．Setup 2 は x 方向長さ 7 m，y 方向長さ 5.5 m のステージ上に車両模型を

通常の状態で設置した条件である．測定対象となるキャビティ部の模型寸法は現車

スケールの 1/7 に相当するレール方向長さ 571 mm，y 方向幅 454 mm（キャビティ

上部壁面高さにおける側カバー内壁間隔），400 mm（車体底面高さ）である．キャ

ビティ内部の仮想音源から車体側方の風洞観測領域へ伝播する音の状況を実験で

再現するにあたり，キャビティ内の音場を極力乱さないことが必要となるため相反

定理 [86, 87, 88, 89]を適用することとし，キャビティ内にマイクロホン，車両模型

側方にスピーカー音源を設置した．以下，キャビティ内に設置したマイクロホン位

置を仮想音源，車両側方に設置したスピーカー位置を風洞観測点と表記する．台車

部の側カバー条件および地面の条件を表 2 に示す．風洞観測領域に近い方の側カバ

ーを近接側カバー，遠い方の側カバーを遠隔側カバーとする．仮想音源を配置した

キャビティ内の鉛直方向ならびに y 方向位置の影響を調べるため，図 4.14 に示す

通りキャビティ内の 18 か所の仮想音源位置 (xs ＝  0 mm，ys ＝  - 90, 0, 90 mm, zs = 

26, 41, 56, 71, 86, 101 mm) にマイクロホン（B&K 社製 Type 4935 1/4 インチ，受圧

部直径約 7 mm，長さ 65 mm）を設置し，時系列波形をデータレコーダー（TEAC  
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図 4.14 台車キャビティ内部のマイクロホン配列  

 

 

 

 

 

 

表 4.2 台車部の側カバーおよび地面の条件  

Case  Side covers Ground Setup 

Case AF Both side Not exist 
1 

Case BF Near side only Not exist 

Case AG Both side Exist 
2 

Case BG Near side only Exist 
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社製 WX-7000）で記録した．スピーカーは，x = 0 m の平面内においてマイクロホ

ンアレイ中心の y 座標ならびに z 座標に相当する x = 0 m，y = 3.5 m，z = 0.5 m に

設置した．スピーカーから放射した広帯域音（ホワイトノイズ）を対象として，各

マイクロホンでの受信音圧レベル L に対し式（25）により音圧レベル差 G [dB]を算

出した．  

),,(),,(),,( 0 ssoctssoctssoct zyfLzyfLzyfG   (25)

ここで L0 は自由空間（Setup 0）で指向性音圧レベルの解析平面に相当する y = 0 m

で測定した基準音圧レベル， foct は現車換算後の 1/3 オクターブバンド周波数であ

る．FFT 分析の解析条件はサンプリング周波数 48 kHz，データ長 512 点，平均化

回数 128 回とした．記号 は同一の y 座標上で zs = 26 〜101 mm に離散配列したマ

イクロホンによる音圧レベル差のパワー平均を表す．スピーカーから放射された音

波がマイクロホンに至る過程での直達音と反射音を高い S/N で分離するため，TSP 

(Time Stretched Pulse) 信号を用いてスピーカーへの入力電圧波形と各マイクロホ

ンでの検出信号からインパルス応答波形を算出した．インパルス応答測定結果を解

析する際のサンプリング周波数は 192 kHz とした．また，オリジナルのインパルス

応答波形にはスピーカーの特性が含まれるため，これを除去するため自由空間での

インパルス応答が単位インパルス応答となるように設計された逆フィルタを適用

した [81, 82, 95]．なお評価実験に関する結果の周波数については，数値計算時と同

様に現車換算後の周波数で表記する．  

仮想音源の y 方向位置による音圧レベルの変化を図 4.15 に示す．地面が存在す

ることによる音圧レベルの変化の傾向を以下に示す．  

(a) Case AG では，125 Hz 帯～160 Hz 帯での音圧レベルが仮想音源の y 方向位置

により大きく変化する．具体的には 125 Hz 帯では y 方向中心  ( y = 0 mm)で最大と

なる一方で，160 Hz 帯では y 方向の負から正の方向に向かうにつれて音圧レベル

が増大する傾向を示す．この傾向は図 4.8 に示す数値計算で得られた標準条件での

伝達関数 C
IL の空間分布の傾向と一致する．  

(b) Case AG で見られた 125 Hz 帯および 160 Hz 帯の y 方向の空間分布傾向につい

て，160 Hz 帯での傾向は遠隔側カバーを設置していない Case BG でも認められる

一方で，125 Hz 帯の傾向は異なる．よって音圧レベルの 125 Hz 帯における空間分 
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布の傾向は遠隔側カバーからの反射音が影響していると考えられる．  

このように，伝達関数 C
IL の y 方向に対する空間分布の傾向と評価実験による音圧

レベル特性の空間分布の傾向が一致することが確認できた．そこで，音線法に基づ

き地面ならびにキャビティ内壁における反射音と直接音との経路差を推定し，イン

パルス応答測定で求められた反射音との同定を行う．キャビティ内に位置する音源

S からの放射音が，地面およびキャビティ内壁で反射することにより発生する鏡像

音源の一部を図 4.16 に示す．ここで鏡像音源の記号 U および L は，音源 S から放

射された音波がそれぞれ最初にキャビティ上部壁面あるいは地面で反射すること

を示す．また記号 U，L の後の数字はキャビティ上部壁面および地面での反射の回

イ数，F の後の数字は側カバー内壁での反射の回数を示し，F1 は音源 S から放射

された音波が最初に遠隔側カバー内壁に反射することによる鏡像音源，F2 は音源 S

から一度近接側カバーで反射した後に遠隔側カバーで反射することによる鏡像音

源を示す．H は地面からキャビティ上部壁面までの距離（171 mm），W は y 方向の

キャビティ幅（454 mm）である．反射音が風洞観測領域内の観測点（評価実験で

のスピーカー位置）に伝播する際，最終的にキャビティ上部壁面側から伝播する

SL( 2ℓ )と SU( 2ℓ - 1 )，および地面側から伝播する SL( 2ℓ - 1 )と SU( 2ℓ ) { ℓ = 1, 2…}

に分類する．これらの鏡像音源について，音源 S から観測点 M に至る直接音の経

路 r0 と鏡像音源から M に至る反射音の経路 rR との経路差 rd = rR - r0 を算出し，イ

ンパルス応答測定で得られたピークの同定を行う．以下 125 Hz および 160 Hz の音

波の波長の 1/7 を λ125 （= 389 mm），λ160（= 304 mm）と表記する．なお音源 S や鏡

像音源から風洞側観測領域内の観測点に至る直線経路が途中で近接側カバーの下

端部 E あるいは E’を経由する場合は，近接側カバーの下端部を経由する経路を直

達音の経路とする．  

まず 160 Hz 帯での直接音と反射音の干渉について，式（22）に示す伝達関数 CT
IL

の鉛直方向積分範囲の中で車両下面高さ付近の zs = 41 mm の結果に基づき考察す

る．ここで 160 Hz の音波について，振幅および位相が等しく 2 波の合成波の音圧

レベルである 6 dB に対する差が 1 dB 以下となる経路差 46 mm までを許容し，直

接波から rd = p・λ160 ± 46 mm（  p = 0, 1, 2…）の範囲にあるピークに着目する．Case 

AG でのインパルス応答測定結果を図 4.17（a）,（b）に示す．図中の横軸はインパ

ルス応答の時間 τ から算出した音波の伝播距離 Δr（= τ × 340） [mm] であり，各波
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形それぞれについて最初に到来したパルスの位置を原点（Δr = 0 mm）とした．図

4.17（a）に示す結果から特に ys = 90 mm の条件においては，他の条件に比べて  p・

λ160 ± 46 mm の範囲内で図中 (A)〜 (F)で示す大きなピークが発生している．図 4.17

（b）に示す地面および遠隔側カバーの有無によるインパルス応答測定結果の比較

から，ピーク (O)，(A)，(B)は地面による反射波単独の影響が大きいこと，ピーク (C)

は単独の地面反射の他，遠隔側カバーの影響により増幅されていることが分かる．

またピーク (D)〜 (F)は地面反射を伴う遠隔側カバー内壁による反射の影響により

発生している．各鏡像音源の経路差 rd の推定結果の中で，遠隔側カバーの反射を

伴わない地面反射音 SF0L，遠隔側カバー内壁での反射音に起因する地面反射音

SF1L，SF2L と ys = 90 mm の条件におけるピークとの対応を図 4.18 に示す．また，

ピーク (O) ならびに (A)〜 (F)と一致する鏡像音源ならびに経路差の推定値 rd とピー

ク位置 Δr との差を表 3 に示す．両者の差は 20 mm 以下であるが，これは図 4.18

中で示すピークの間隔に比べて小さく十分な同定精度だといえる．なおピーク (C)

については，図 4.17（b）の結果から SF1U1 による反射波の影響も含まれている．

この同定結果から 160 Hz 帯の波長間隔で発生するピーク (A)〜 (F)は，主として地面

ならびにキャビティ上側壁面を含む側カバーの内壁での反射音に起因するもので

あるといえる．また Δr = 0 mm でのピーク (O)には地面反射音 SF0L1 に起因する反

射音が含まれている．よって図 4.8 で示した 160 Hz 帯における伝達関数 C
IL の y 方

向に対する空間分布の特性は，これらの反射波が同位相で重なり合わさったことに

より生じたものといえる．  

次に 125 Hz 帯での反射の状況について，仮想音源の各 y 方向位置（ys = - 90, 0, 90 

mm）におけるインパルス応答測定結果と鏡像音源の対応を図 4.19 に示す．図 4.19

（b）に示す仮想音源位置が ys = 0 mm の場合，Δr = λ125 となる経路差において

SF0L4，SF1U1 および SF1L1 が重なり合うことが示されている．つまり 125 Hz 帯

において ys = 0 mm の条件で音圧レベルが増加する要因は，地面反射波（SF0L4）

および遠隔側カバーの反射に起因する音波（SF1U1, SF1L1）とキャビティ上部壁面

で反射する音波（SF0U1）が同位相で重ね合わされるためといえる．   
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図 4.17 インパルス応答測定結果（zs = 41 mm，地面・両側カバー有）  
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図 4.18 鏡像音源の同定結果（ys = 90 mm, zs = 41 mm）  
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図 4.19 仮想音源のインパルス応答測定結果（zs = 41 mm）
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なお，図 4.15(a)で示した通り地面未設条件においても ys = 0 の条件で音圧レベルが

増加する傾向がみられたが，これは鏡像音源 SF0U1 と SF1U1 に起因する音波が同

位相で重ね合わされたためである．  

 

4.5.2 現地試験測定結果との比較 

今回の提案手法により得られた台車部空力音と転動音とのパワー和により推定

した推定車両下部音を，実際の軌道のレール近傍測定点で得られた車両下部音と比

較した結果を図 4.20 に示す．図中（A），（B）はそれぞれ本提案手法で台車部の条

件を考慮した伝達関数により求めた台車部空力音，ならびにレール振動等の実測結

果から TWINS モデル [74]により推定した転動音と車両機器音の成分である．一方

（a）は本堤案手法で自由空間を想定した場合の伝達関数により求めた台車部空力

音である．また（α）は従来手法に基づく台車部空力音 [93]である．解析対象とし

た列車は，車体長約 25 m，車体幅約 3.4 m の車両が 8 両編成で運行されている車両

である．レール近傍騒音レベルの算出に際しては，レール近傍測定点（防音壁が設

置されたスラブ軌道上で，観測点から車両の台車部が直接見通せる位置）において

車両通過時に観測された時間重み付け特性 F での音圧レベルの時間波形に対し，先

頭車および先頭から 5-6 両目の車間部が通過する際の 150 ms 間（列車速度 310 km/h

時の走行距離  約 13 m）の平均音圧レベルを求めたうえで，4 列車分（平均列車速

度  310 km/h）のパワー平均値を算出した．式（19）で使用する風洞試験で得られ

る台車部空力音の指向性音圧レベル ),,( fs
B'
d xxfL については，台車の形状を精密に模

擬した模型を設置した状態で台車部の両側に側カバーを設置した条件で測定した

結果を用いる．この風洞試験でのノズル吹出部における主流風速は 320 km/h（マッ

ハ数  0.26）であるが，台車部への流入条件として，編成車両中の 5 両目の台車部

流入箇所における y 方向流速部分布を模擬している [40]．台車部周りの音場を考慮

した今回の提案手法による推定車両下部音と現地試験結果との差は 125 Hz 帯〜

400 Hz 帯の範囲で 3 dB 以下であり，従来の提案手法と同程度の精度が得られてい

る．また，当該周波数帯において，転動音と車両機器音に比べて空力音が大きい傾

向も示されている．以上のことから，今回の提案手法による台車部空力音の推定結

果は，現地試験結果と比較して妥当であると考えられる．なお，提案手法で自由空

間を仮定して推定した台車部空力音についても，台車部の条件を考慮した伝達関数
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により求めた台車部空力音と比べて 1 dB 程度の差異となる．これは 2.3 節で示し

た通り，最終的な伝達関数 ( βTCT
I LL  )が自由空間の場合と同程度の値となるためで

ある．  

 

4.6 まとめ 

風洞試験でマイクロホンアレイを活用して得られた新幹線台車部空力音の音圧

レベル分布に対し，台車部から放射された音波の音場情報を考慮した伝達関数を適

用したうえで，現地観測点における台車部空力音の音圧レベルを推定する手法を提

案した．マイクロホンアレイのビームフォーミング解析で算出される指向性積分音

圧レベルならびに現地観測点での音圧レベルを求めるための伝達関数を三次元境

界要素法により算出し，推定した台車部空力音を現地試験で得られた結果と比較し

た．また相反定理に基づく評価実験との比較を行い，台車部キャビティの内壁や地

面の存在が伝達関数に与える影響について調査した．得られた知見は以下の通りで

ある．  

(1)本手法で得られた推定台車部空力音をもとに車両下部音を推定し，現地試験の

レール近傍測定点で得られた車両下部音と比較した．その結果 125 Hz 帯～400 Hz

の範囲で今回の推定結果と現地試験測定結果が 3 dB 以内の誤差で一致する．  

(2) 三次元 BEM により求めたビームフォーミング解析に適用するための伝達関数

について，250 Hz 帯以上の比較的高周波の帯域では y 方向の音源位置による影

響が小さいのに対し，125 Hz 帯～160 Hz 帯の比較的低周波の帯域では変化が大

きくなる．特に 160 Hz 帯では伝達関数がまくらぎ方向に対して非対称となる傾

向を示す．  

(3)125 Hz 帯ならびに 160 Hz 帯で生じる三次元 BEM により求めた伝達関数のまく

らぎ方向に対する空間分布の特性は，音源から風洞観測点に至る直接音に対し，

地面ならびにキャビティの内壁で生じる反射音との干渉によって生じる．  

 

第５章 結論  

5.1 本論文のまとめ 

高速で走行する鉄道車両から発生する空力音は沿線環境問題の一つであり，長年

その発生源や低減法に関する研究が数多くおこなわれている．騒音の低減対策を効
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率的に行うためには，まず騒音の発生源ならびにその寄与を把握することが重要と

なる．高架橋区間を走行する新幹線騒音源のうち，車両下部から発生する騒音（車

両下部音）は防音壁が設置された区間においても寄与が大きい．新幹線車両の台車

部から発生する空力音については，台車部騒音を構成する発生要因として転動音と

空力音が混在しているため，その寄与度の解明が重要となる．また，空力音と転動

音の寄与度は，前述した列車走行速度のみならず周波数にも大きく依存している．

このため，台車部騒音の低減対策を講じるためには，それぞれの寄与度の周波数依

存性を明らかにする必要がある．そこで本論文では，風洞試験ならびにマイクロホ

ンアレイを活用して，新幹線台車部から発生する空力音を定量的に評価する手法を

検討した．  

2 章では新幹線の台車部空力音を評価するための手法として，風洞試験でマイク

ロホンアレイを活用した台車部空力音の評価法を示した．第一段階として，先頭車

ならびに中間車の台車部流入箇所における平均流速のまくらぎ方向分布を風洞試

験で模擬する手法について検討を行い，車両下部に設置した部材の後流域，ならび

に風洞のノズル周りに生成される自由せん断層内の速度欠損領域を利用して台車

部流入速度のまくらぎ方向分布を調整する手法を提案した．さらに，それぞれの手

法で先頭車ならびに中間車台車部流入速度分布が再現できることを示した．次に，

騒音測定精度を向上させるために二次元マイクロホンアレイを活用した台車部空力音

を定量的に推定する手法を提案した．推定された台車部空力音ならびにレール振動等

から推定された車両下部音と，現地のレール近傍で測定された車両下部音を比較した

結果，中間車両での車両下部音について，125Hz 帯～1 kHz 帯で推定車両下部音と実測

値とが概ね 3 dB の範囲内で一致していることを示した．また風洞試験での推定結果か

ら，車両下部音の中で 125 Hz ～500 Hz 帯の比較的低い周波数成分については，転動

音等に比べて台車部空力音の寄与が大きいことを示した．  

3章では，台車キャビティ内部から車両側方へ伝播する音波の音圧レベル特性な

らびに伝播経路を調査するため，相反定理に基づいた評価実験を行った．その結果，

反射ならびに遮へいの影響は，キャビティ内部での音源位置および観測点位置およ

び音波の周波数に大きく依存すること，また，地面が存在する条件下では，観測点

側に設置された側カバーによる遮へい効果が比較的高い周波数帯で生じる一方，低

周波数域では地面での反射音により音圧レベルが増加する傾向を確認した．  
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4 章では，推定手法のプロセスにある伝達関数の物理的意味（ここでは地面とキ

ャビティによる反射，側カバーによる遮へい効果）を明示できるようにすることを

目的とし，マイクロホンアレイのビームフォーミング処理に適用する伝達関数につ

いて，音場情報を反映した伝達関数を数値計算により算出し，これを用いた台車部

空力音の推定手法について述べた．具体的にはキャビティ内部に配置した仮想的な

音源と指向性音圧レベル，あるいは現地観測点における音圧レベルとの関係を示す

伝達関数をそれぞれ三次元数値解析で求め，従来風洞試験でマイクロホンアレイに

より得られた指向性音圧レベル分布の積分値にこの伝達関数を適用し，現地観測点

での台車部空力音を定量的に推定した．提案手法の妥当性を検証するため，地面や

台車部の側カバーの存在が伝達関数に与える影響を評価実験により調査した．また，

本推定手法により算出された台車部空力音をもとに新幹線の車両下部音を推定し，

現地試験結果との比較を行い，台車部周りの音場を考慮した今回の提案手法による

推定車両下部音と現地試験結果との差は 125 Hz 帯〜400 Hz 帯の範囲で 3 dB 以下で

あり，従来の提案手法と同程度の精度が得られていることを示した．また，当該周

波数帯において，転動音と車両機器音に比べて空力音が大きい傾向も確認した．以

上のことから，今回の提案手法による台車部空力音の推定結果は，現地試験結果と

比較して妥当であると考えられる．  

 

5.2 今後の課題 

本論文で提案した手法によって，新幹線台車部から発生する空力音の定量的評価

を行うことができることを確認した．今後，より工学的に有用な結果を得るために

は，さらに検討すべき点が考えられる．つまり，仮想音源の配置は，風洞試験でマ

イクロホンアレイを活用して得られた結果から現地における音圧レベルを算出す

る際の換算係数に大きな影響を与えるが，今回の提案手法では，仮想音源を台車キ

ャビティ内でまくらぎ方向やレール方向に対して等間隔に配置している．一方で，

実際の新幹線車両の台車部には本研究で風洞実験に用いたような複雑な形状の台

車装置が設置されていることから，空力音の音源位置や指向特性といった特性もま

た複雑なものであると推察される．この問題については，台車装置を設置した風洞

試験等を実施することにより，台車キャビティ内のより詳細な音源位置を把握した

うえで，今回の提案手法における仮想音源位置の配置に反映させることで，より信
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頼性の高い推定結果が得られるものと考えられる．  

また，風洞試験でマイクロホンアレイを活用して得られた空力音の測定値に対し，

4章で示したような音場情報を反映した伝達関数を適用する方法は，今回研究対象

とした車両の台車部に限らず，パンタグラフや特高ケーブルに代表されるような車

体屋根の搭載物，あるいは車間部から発生する空力音の定量評価にも活用できると

考えられる．特にパンタグラフから発生する空力音の場合にはパンタグラフ筐体が

音場に与える影響等を正確に反映させることにより，定量評価を行う際の精度向上

が期待できる．  

台車部空力音の低減は，新幹線高速化を図る上で避けられない課題であるが，工

学的に有用な対策とするためには，低騒音性能のみならずメンテナンスコスト等多

角的な視点から検討することが求められる．世界的に高速鉄道の需要が高まる中，

実用性に優れた台車部騒音の低騒音性能を備えた車両開発は，国際的な競争力の強

化にもつながるものと期待される．そのためには，本論文で示したように，台車部

空力音を正確に評価し，沿線状況（車体形状や軌道条件）が伝播に与える影響を把

握しておくことは，開発に対する信頼性向上ならびに効率化に資するものと考える．

本論文で示した研究によって，空力音の低減に向けた研究開発の一助となり，僅か

なりとも社会貢献できれば幸いである．  
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